
持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）実施指針の概要

ビジョン：「持続可能で強靱，そして誰一人取り残さない、経済、社会、環境の統合的向上
が実現された未来への先駆者を目指す。」

実施原則：①普遍性、②包摂性、③参画型、④統合性、⑤透明性と説明責任

フォローアップ：２０１９年までを目処に最初のフォローアップを実施。

①あらゆる人々の活躍の推進 ②健康・長寿の達成

③成長市場の創出、地域活性化、
科学技術イノベーション

④持続可能で強靱な国土と
質の高いインフラの整備

⑤省・再生可能エネルギー、気候変動対策、
循環型社会

⑥生物多様性、森林、海洋等の
環境の保全

⑦平和と安全・安心社会の実現 ⑧ＳＤＧｓ実施推進の体制と手段

■一億総活躍社会の実現 ■女性活躍の推進 ■子供の
貧困対策 ■障害者の自立と社会参加支援 ■教育の充実

■有望市場の創出 ■農山漁村の振興 ■生産性向上
■科学技術イノベーション ■持続可能な都市

■省・再生可能エネルギーの導入・国際展開の推進
■気候変動対策 ■循環型社会の構築

■組織犯罪・人身取引・児童虐待等の対策推進
■平和構築・復興支援 ■法の支配の促進

■薬剤耐性対策 ■途上国の感染症対策や保健システム
強化、公衆衛生危機への対応 ■アジアの高齢化への対応

■国土強靱化の推進・防災 ■水資源開発・水循環の取組
■質の高いインフラ投資の推進

■環境汚染への対応 ■生物多様性の保全 ■持続可能な
森林・海洋・陸上資源

■マルチステークホルダーパートナーシップ ■国際協力における
ＳＤＧｓの主流化 ■途上国のＳＤＧｓ実施体制支援

【８つの優先課題と具体的施策】
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持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）実施指針 

 

１ 序文 

（１）２０３０アジェンダの採択の背景と我が国にとっての意味 

 地球規模で人やモノ、資本が移動するグローバル経済の下では、一国の経済

危機が瞬時に他国に連鎖するのと同様、気候変動、自然災害、感染症といった

地球規模の課題もグローバルに連鎖して発生し、経済成長や社会問題にも波及

して深刻な影響を及ぼす時代になってきている。このような状況を踏まえ、２

０１５年９月に国連で採択された持続可能な開発のための２０３０アジェンダ

（「２０３０アジェンダ」）は、開発途上国の開発に関する課題にとどまらず、

世界全体の経済、社会及び環境の三側面を、不可分のものとして調和させる統

合的取組として作成された。このような性質上、２０３０アジェンダは、先進

国と開発途上国が共に取り組むべき国際社会全体の普遍的な目標として採択さ

れ、その中に持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）として１７のゴール（目標）と

１６９のターゲットが掲げられた。 

 したがって、２０３０アジェンダを実現するための各国の取組は、開発途上

国の開発に協力する姿勢で取り組むだけでは不十分である。２０３０アジェン

ダの副題は、「我々の世界を変革する」であり、その前文において、「我々は、

世界を持続的かつ強靱（レジリエント）な道筋に移行させるために緊急に必要

な、大胆かつ変革的な手段をとることを決意している」と述べられている。我々

は、これまでと異なる決意を持って、国際協調主義の下、国際協力への取組を

一層加速していくことに加え、国内における経済、社会、環境の分野での課題

にも、またこれらの分野を横断する課題にも、国内問題として取組を強化する

のみならず、国際社会全体の課題としても取り組む必要がある。 

 

（２）持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）推進本部の設置と本実施指針の意義 

 このような認識の下、関係行政機関相互の緊密な連携を図り、ＳＤＧｓの実

施を総合的かつ効果的に推進するため、内閣総理大臣を本部長とし、全閣僚を

構成員とするＳＤＧｓ推進本部が、２０１６年５月２０日に内閣に設置された。

同日開催された推進本部第一回会合において、ＳＤＧｓの実施のために我が国

としての指針を策定していくことが決定された。これを受け、広く国民等から

の意見を踏まえ、広範な関係者とも意見交換を行ってきた。 

 本実施指針は、日本が２０３０アジェンダの実施にかかる重要な挑戦に取り

組むための国家戦略である。具体的には、政府が、関係府省庁一体となって、

あらゆる分野のステークホルダーと連携しつつ、広範な施策や資源を効果的か

つ一貫した形で動員していくことを可能にするため、現状の分析を踏まえ、ビ

ジョン、優先課題、実施原則、推進体制、フォローアップ及びレビューのあり
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方を定めた上で、優先課題の下での個別施策を定めるものである。 

 

２ 現状の分析 

（１）これまでの取組 

 日本は、第二次世界大戦後、着実な経済成長を遂げ、高度に発展した社会を

築き上げてきた。国内においては、１９９２年の「環境と開発に関する国連会

議」の成果も踏まえ、環境基本法及び環境基本計画を制定し、環境・経済・社

会の統合的向上による持続可能な社会の構築に向けた取組を進めてきた。また、

大規模自然災害等への備えとして、国土強靱化基本法の下で、強靱な国づくり

を推進している。更には、男女共同参画社会基本法や女性活躍推進法、障害者

基本法等を策定し、一人ひとりが参加し、活躍できる包摂的な社会づくりやそ

のための制度改革に取り組んできた。 

 国際協力の面では、我が国は戦後間もない１９５４年に政府開発援助（ＯＤ

Ａ）を開始して以来、３５年間で世界最大の援助国となり、国際社会全体の平

和と安定及び繁栄に積極的に貢献してきた。２０００年からは人間の安全保障

を外交・開発協力の基本理念に据え、取り残された人々や、紛争を受けて難民・

避難民となった人々一人ひとりに焦点を当てた新たな視点からの支援に取り組

むとともに、保健、防災、女性といったＳＤＧｓにおける中心的テーマを国際

協力の軸に据えてきた。このような経験の蓄積に基づいて、我が国は２０３０

アジェンダの基本方針やＳＤＧｓの個別目標・ターゲットの策定において主導

的な役割を果たしてきた。２０１５年２月には、２０３０アジェンダの採択に

先立ち、その実施の基本方針とすることを意図しつつ、我が国の開発協力の理

念や原則を定める新たな開発協力大綱を策定した。 

 

（２）現状の評価 

 これまでの取組の結果、日本は、極めて高い水準の発展を持続的に達成して

きた。その一方で、ＳＤＧｓ達成に向けて、日本として更に取組を強化すべき

分野についても指摘されている。一例を挙げれば、ドイツのベルテルスマン財

団と持続可能な開発方法ネットワーク（ＳＤＳＮ）が共同で発表した２０１６

年の報告書においては、日本は、ＳＤＧ１（貧困）、ＳＤＧ５（ジェンダー）、

ＳＤＧ７(エネルギー)、ＳＤＧ１３（気候変動）、ＳＤＧ１４（海洋資源）、Ｓ

ＤＧ１５（陸上資源）、ＳＤＧ１７（実施手段）の７つのゴールについては達成

の度合いが低いと評価される指標が含まれている。 

 これらの課題の中には、既に日本が自らの重要な政策課題として掲げ、挑戦

している課題も多数含まれているが、更なる取組が必要な分野もある。改めて、

ＳＤＧｓに照らした課題を洗い出し、既に我が国が国内外で進めてきた経験の

蓄積を生かして、日本自身と国際社会の持続可能な未来を切り拓いていく必要
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がある。 

 例えば「誰一人取り残さない」とのキーワードは２０３０アジェンダ全体の

根底に流れる基本方針となっているが、これは、我が国が国際社会で主導して

きた「人間の安全保障」の理念が国際社会全体の目標の中に結実したものであ

る。これは、我が国国内においては、一億総活躍プランの、誰もが活躍できる

全員参加型社会の構築の方針を推進していることと軌を一にしている。さらに、

「一億総活躍社会」の実現に向けた取組は、経済政策を一層強化し、それによ

って得られる成長の果実により子育て支援や社会保障の基盤を強化し、それが

更に経済を強くするという成長と分配の好循環を創り上げることを目指してい

るものであるが、世界で多くの国が今後高齢化社会という現実に直面する中、

いわば他の先進国に先駆けて持続可能な経済、社会づくりに向けて日本が示す

新たな「日本型モデル」と呼ぶべきメカニズムである。 

環境分野では、日本政府は、環境基本計画において、環境・経済・社会の統

合的向上という方向性を打ち出した。また、２０１５年１２月の国連気候変動

枠組条約第２１回締約国会議において合意されたパリ協定やいわゆる「日本の

約束草案」等を踏まえて策定された地球温暖化対策計画においても、環境、経

済、社会の統合的な向上に資するような施策の推進を図ることとしている。更

には、循環型社会形成推進基本計画や生物多様性国家戦略２０１２－２０２０

も策定し各種施策を実施している。こうした日本の取組は、２０３０アジェン

ダに沿った取組と言える。 

更に、例えば、国際保健の分野におけるＵＨＣ（ユニバーサル・ヘルス・カ

バレッジ）については、１９６１年に日本が達成した国民皆保険の過去５０年

以上の経験に基づく実績を踏まえ、日本の主張に基づいてＳＤＧｓの一項目と

して取り入れられたものであり、この分野での日本のリーダーシップは、「人間

の安全保障」に基づく国際協力の実践として、今後も期待されているところで

ある。 

 

３ ビジョンと優先課題 

（１）ビジョン 

 ２０３０アジェンダは、取り組むべき課題として以下のように記している。 

「我々は、２０３０年までに以下のことを行うことを決意する。あらゆる貧困

と飢餓に終止符を打つこと。国内的・国際的な不平等と戦うこと。平和で、公

正かつ包摂的な社会をうち立てること。人権を保護しジェンダー平等と女性・

女児のエンパワーメントを進めること。地球と天然資源の永続的な保護を確保

すること。そしてまた、我々は、持続可能で、包摂的で持続的な経済成長、共

有された繁栄及び働きがいのある人間らしい仕事のための条件を、（中略）作り

出すことを決意する。」 
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 我が国は、このような持続可能な経済・社会づくりに向けた先駆者、いわば

課題解決先進国として、ＳＤＧｓの実施に向けた模範を国際社会に示すような

実績を積み重ねてきている。今後のＳＤＧｓ実施の段階においても、世界のロ

ールモデルとなることを目指し、国内実施、国際協力の両面において、世界を、

誰一人取り残されることのない持続可能なものに変革するための取組を進めて

いくことを目指す。  

以上を踏まえ、「持続可能で強靱、そして誰一人取り残さない、経済、社会、

環境の統合的向上が実現された未来への先駆者を目指す」ことを、本実施指針

のビジョンとする。 

 

（２）優先課題 

 かかるビジョンの達成に向けた取組の柱として、次の８つの優先課題を掲げ

ることとする。ＳＤＧｓの１７のゴールと１６９のターゲットの中には、日本

国内においては既に達成されているものも多いが、そのようなターゲットの中

にも、世界全体における達成に向け、日本として国際協力面で取り組むべき課

題も多く含まれている。ここに掲げる優先課題は、ＳＤＧｓのゴールとターゲ

ットのうち、日本として特に注力すべきものを示すべく、日本の文脈に即して

再構成したものであり、すべての優先課題について国内実施と国際協力の両面

が含まれる。また、これらの優先課題はそれぞれ、２０３０アジェンダに掲げ

られている５つのＰ（People（人間）、 Planet（地球）、 Prosperity（繁栄）、 

Peace（平和）、 Partnership（パートナーシップ））に対応する分類となってい

る。ＳＤＧｓにおけるすべてのゴールとターゲットが不可分であり統合された

形で取り組むことが求められているのと同様、これらの８つの優先課題も密接

に関わる不可分の課題であり、どれ一つが欠けてもビジョンは達成されないと

いう認識の下、その全てに統合的な形で取り組む。それぞれの優先課題につい

て推進される具体的な施策等は、付表に記載される。 

 

（People 人間） 

１ あらゆる人々の活躍の推進 

２ 健康・長寿の達成 

 

（Prosperity 繁栄） 

３ 成長市場の創出、地域活性化、科学技術イノベーション 

４ 持続可能で強靱な国土と質の高いインフラの整備 

 

（Planet 地球） 

５ 省・再生可能エネルギー、気候変動対策、循環型社会 
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６ 生物多様性、森林、海洋等の環境の保全 

 

（Peace 平和） 

７ 平和と安全・安心社会の実現 

 

（Partnership パートナーシップ） 

８ ＳＤＧｓ実施推進の体制と手段 

 

４ 実施のための主要原則 

 これらの優先課題に取り組むに当たっては、以下の原則を重視することとす

る。これらの原則は、２０３０アジェンダに示されているか、その理念から当

然に導き出されるものである。これらはＳＤＧｓの実施に取り組むに当たって、

優先課題や分野を問わず適用されるべき原則である。８つの優先課題及びその

下に位置づけられる施策において、これらの主要原則が実現されているかどう

かを点検するとともに、新たな施策や施策の修正の必要性を検討するに当たっ

ても、これらの主要原則を考慮する。 

 

（１）普遍性 

 ２０３０アジェンダの実施においては、国内実施と国際協力の両面で率先し

て取り組む。国内における取組も国際目標達成に向けた努力としての側面があ

ることや、逆に国際協力にも我が国自身の繁栄の基盤を支える意義があること

を意識し、また、個別のテーマにおいても国内実施と国際協力を連携して取り

組むことが有意義であることを認識しつつ取組を進めていく必要がある。 

 

（２）包摂性 

 「誰一人取り残さない」とのキーワードは、２０３０アジェンダの根底に流

れる基本的理念を示しており、２０３０アジェンダは、子供、若者、障害者、

HIV/エイズと共に生きる人々、高齢者、先住民、難民、国内避難民、移民など

への取組を求めている。我が国は、国内実施、国際協力のあらゆる課題への取

組において、これらの脆弱な立場におかれた人々にも焦点を当て、また、人間

の安全保障については、ＳＤＧｓの実施においても一貫して開発協力の指導理

念として位置づける。 

さらに、国際社会における普遍的価値としての人権の尊重と、ジェンダー平

等の実現及びジェンダーの視点の主流化は、分野横断的な価値としてＳＤＧｓ

の全てのゴールの実現に不可欠なものであり、あらゆる取組において常にそれ

らの視点を確保し施策に反映することが必要である。また、ジェンダー平等の

実現及びジェンダーの視点の主流化のためには、ジェンダー統計の充実が極め
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て重要であり、ＳＤＧｓの実施において可能な限り男女別データを把握するよ

う努める。 

 

（３）参画型 

 脆弱な立場におかれた人々を含む一人ひとりが、施策の対象として取り残さ

れないことを確保するのみならず、自らが当事者として主体的に参加し、持続

可能な社会の実現に貢献できるよう、あらゆるステークホルダーや当事者の参

画を重視し、全員参加型で取り組む。 

 

（４）統合性 

 ＳＤＧｓのゴールとターゲットは統合され不可分のものであり、統合的解決

が必要であることが２０３０アジェンダにおいて強調されている。経済・社会・

環境の三分野の全てにおける関連課題との相互関連性・相乗効果を重視しつつ、

統合的解決の視点を持って取り組む。このため、施策の実施においては、当該

施策に直接関連する優先課題以外のいずれの課題との統合的実施が重要である

かを念頭に置きつつ、異なる優先課題を有機的に連動させて実施していく。 

 

（５）透明性と説明責任 

 全員参加型の取組であることを確保する上でも、透明性と説明責任は重要で

ある。政府の取組の実施の状況について高い透明性を確保して定期的に評価、

公表し、説明責任を果たす。また、新たな施策の立案や施策の修正に当たって

は公表された評価の結果を踏まえて行う。 

 

５ 推進に向けた体制 

（１）政府の体制 

 内閣に設置されたＳＤＧｓ推進本部が、関係行政機関相互の緊密な連携を図

り、関係する施策を総合的かつ効果的に推進するための司令塔の役割を果たす。

ＳＤＧｓ推進本部は、関係府省庁が個別に行う取組と緊密に連携しつつ、特に

以下の事項に重点的に取り組む。 

・本実施指針の取組状況の確認（モニタリング）、及びこれに基づく指標の策定・

修正を含む実施指針の見直し（フォローアップとレビュー） 

・ステークホルダーとの意見交換や協働・連携の推進 

・２０３０アジェンダや本実施指針の実施に関する広報・普及啓発活動 

 

（２）ＳＤＧｓの主流化 

 ２０３０アジェンダにおいては、「各々の政府は、これら高い目標を掲げるグ

ローバルなターゲットを具体的な国家計画プロセスや政策、戦略に反映してい
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くことが想定されている」と記されている。政府全体及び関係府省庁における

各種計画や戦略、方針の策定や改訂に当たっては、ＳＤＧｓ達成に向けた観点

を取り入れ、その要素を最大限反映する。同時に、ＳＤＧｓ実施のための府省

庁ごと又は各府省庁横断的な取組を推進していくための政策誘導として、必要

に応じた関係制度改革の検討や、適切な財源確保に努める。 

 

（３）ステークホルダーとの連携 

 ２０３０アジェンダには、以下のように記されている。 

「今日２０３０年への道を歩き出すのはこの『われら人民』である。我々の旅

路は、政府、国会、国連システム、国際機関、地方政府、先住民、市民社会、

ビジネス・民間セクター、科学者・学会、そしてすべての人々を取り込んでい

くものである。」 

 上記のとおり、日本においても２０３０アジェンダの実施、モニタリング、

フォローアップ・レビューに当たっては、省庁間や国と自治体の壁を越え、公

共セクターと民間セクターの垣根も越えた形で、ＮＰＯ・ＮＧＯ、有識者、民

間セクター、国際機関、各種団体、地方自治体、議員、科学者コミュニティ、

協同組合等、広範なステークホルダーとの連携を推進していくことが必要であ

る。このため、特にアジェンダの推進・実施全体に係る事項については、関係

府省庁とステークホルダーの代表から構成されるＳＤＧｓ推進円卓会議を設置

し、これを活用して緊密な連携を図る。 

 府省庁ごとの事項や府省庁横断的な分野別の事項についても、ＳＤＧｓ推進

円卓会議とも関連させつつ、事項に応じて関係するステークホルダーとの意見

交換や連携のための場の設置等を検討する。既に環境省が実施しているステー

クホルダーズ・ミーティングや、文部科学省と環境省が事務局を務める持続可

能な開発のための教育（ＥＳＤ）のための円卓会議はそのような取組の先例で

ある。 

 また、広範なステークホルダーによる社会貢献活動やその他のＳＤＧｓ達成

に向けた様々な活動とも緊密な連携を図る。 

 

（ＮＰＯ・ＮＧＯ） 

 ＮＰＯ・ＮＧＯは、２０３０アジェンダの策定過程においても、様々な社会

集団から構成される多様な人々の視点を反映させる重要な役割を担ってきた。

今後、同アジェンダの実施においても、「誰一人取り残さない」未来を目指すビ

ジョンの実現を目指す上で、脆弱な立場にある人々との協働、国際的・地域的

ネットワークを活かした問題提起や政策提言等において、ＮＰＯ・ＮＧＯが果

たす役割は極めて大きい。政府として、ＮＰＯ・ＮＧＯや更には幅広い地域住

民、民間組織や地縁型コミュニティ組織もＳＤＧｓ実施の重要なパートナーと
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位置づけ、効果的な連携を一層推進していく。 

 

（民間企業） 

 ＳＤＧｓの達成のためには、公的セクターのみならず、民間セクターが公的

課題の解決に貢献することが決定的に重要であり、民間企業（個人事業者も含

む）が有する資金や技術を社会課題の解決に効果的に役立てていくことはＳＤ

Ｇｓの達成に向けた鍵でもある。既に一部の民間企業がＳＤＧｓに社会貢献活

動の一環として取り組むのみならず、ＳＤＧｓを自らの本業に取り込み、ビジ

ネスを通じて社会的課題の解決に貢献することに取り組んでおり、政府として

こうした動きを歓迎する。また、今後の２０３０アジェンダの実施に際して、

先進的な取組を行っている民間企業等のグッド・プラクティスの共有や表彰等

による奨励策の検討を進め、民間企業との更なる連携の強化を図り、さらに、

民間企業がイノベーションを生み出すための支援や環境整備に取り組む。 

 中でも、ビジネスと人権の観点に基づく取組やＥＳＧ投資、社会貢献債等の

民間セクターにおける持続可能性に配慮した取組は、環境、社会、ガバナンス、

人権といった分野での公的課題の解決に民間セクターが積極的に関与する上で

重要であるのみならず、こうした分野での取組を重視しつつあるグローバルな

投資家の評価基準に対し、日本企業が遅れをとらずに国際的な市場における地

位を維持するためにも極めて重要である。このための環境づくりに向けた政府

の施策を進めるとともに、民間企業の取組を後押しする。 

 

（消費者） 

 生産と消費は密接不可分であり、持続可能な生産と消費を共に推進していく

必要があるとの認識の下で、消費活動において大きな役割を担う消費者や市民

の主体的取組を推進していく。 

 

（地方自治体） 

 ＳＤＧｓを全国的に実施するためには、広く全国の地方自治体及びその地域

で活動するステークホルダーによる積極的な取組を推進することが不可欠であ

る。この観点から、各地方自治体に、各種計画や戦略、方針の策定や改訂に当

たってはＳＤＧｓの要素を最大限反映することを奨励しつつ、関係府省庁の施

策等も通じ、関係するステークホルダーとの連携の強化等、ＳＤＧｓ達成に向

けた取組を促進する。 

 

（科学者コミュニティ） 

 科学技術イノベーションは、それ自体、優先課題のひとつであるとともに、

多様な分野において課題の達成に不可欠な横断的要素である。国際協力を含む
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各種取組の実施や新たに生じる事象への迅速・柔軟な対応にあたり我が国の優

れた科学技術イノベーションの活用を図るとともに、ＳＤＧｓ達成のための適

切な指標の設定及びモニタリング、各施策同士の相乗効果・相殺効果の分析、

フォローアップ・レビュー等においては科学的な分析や根拠に基づく取組を進

めることが不可欠である。この観点から、フューチャー・アース等国際的取組

や国内の科学者コミュニティとも体系的に連携・協働していく。 

 

（労働組合） 

 労働組合は、社会対話の担い手として、集団的労使関係を通じた適正な労働

条件の確保をはじめ、労働者の権利確立・人権・環境・安全・平和などを求め

る国内外の取組を通じ、ディーセント・ワークの実現や持続可能な経済社会の

構築に重要な貢献を果たすことが期待される。政府・地方自治体におけるＳＤ

Ｇｓの関連施策の立案・実施に際し、労働組合の参加と対話を引き続き推進し

ていく。 

 

（４）広報・啓発 

 ＳＤＧｓの実施に国民的な運動として取り組むべく、推進本部の下、あらゆ

るステークホルダーと連携して、ＳＤＧｓの国内的な認知度向上や啓発、普及

のための広報・啓発活動を積極的に検討し、実施していく。また、様々な国際

会議等の機会を活用し、国際機関をはじめ様々なステークホルダーと連携して、

我が国の取組を国際的に発信するための広報活動にも努める。 

 このため、前述の、ＳＤＧｓ達成に向けた、民間企業を始めとする実施団体

のグッド・プラクティスの共有や表彰、ＳＤＧｓに関するロゴマーク等の使用

を奨励するための施策を進めていく。 

 また、２０３０年とその先の世界を担う子供たちに、持続可能な社会や世界

の創り手となるために必要な資質・能力が育成されるよう、ＥＳＤ（持続可能

な開発のための教育）を更に推進するとともに、学校教育をはじめ、家庭、職

場、地域等のあらゆる場におけるＳＤＧｓに関する学習等を奨励していく。 

 

６ フォローアップ・レビュー 

 我が国におけるＳＤＧｓの推進状況を的確に把握するために、今後、２０３

０年までの間、統計データや地球観測データを積極的に活用する。また、ＫＰ

Ｉ（重要業績指標）となる具体的な指標を可能な限り導入する。指標の導入に

当たっては、グローバル指標の活用が適切である場合には積極的にグローバル

指標を活用する。これらの指標に基づいて、本実施指針の取組状況の確認や指

針の見直し（フォローアップ・レビュー）を実施し、その結果について適切な

形で公表する。また、グローバル指標又は我が国が独自に定めた指標に基づい
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た国連への取組状況の報告も、適切に行う。さらに、フォローアップ・レビュ

ーにおいては、優先課題の下での個別の施策が、本指針において定められた実

施の主要原則に沿って実施されているかどうかを確認する。 

 指針の見直しにおいては、今後の既存の施策の実施の進展に応じ、ＳＤＧｓ

との関連で適切と考えられる施策を新たに優先課題の下に積極的に位置づけて

いくこととする。 

 国連持続可能な開発のためのハイレベル政治フォーラム（ＨＬＰＦ）を通じ

た２０３０アジェンダのグローバルなフォローアップ・レビューに積極的に参

加・貢献する。具体的には、ＨＬＰＦの自発的レビューに２０１７年に参加す

るとともに、その後も、本実施指針の取組状況の確認や指針の見直しを行った

後等の適切なタイミングを捉えて、積極的に参加することを検討していく。最

初の取組状況の確認及び見直しは、２０１９年に開催される次回の首脳級のＨ

ＬＰＦを見据え、２０１９年までを目処に実施し、また、その後も首脳級のＨ

ＬＰＦのサイクルに合わせ、少なくとも４年ごとに取組状況の確認及び見直し

を実施することを検討する。 

 これらのフォローアップ・レビューに際しても、本実施指針の策定と同様に、

広範なステークホルダーの参画の下に行う。 

                                                              （了） 

 

 



ターゲット 関係省庁

一億総活躍社会の実
現：働き方改革 8.5 内閣官房他

（雇用）

長時間労働の是正 8.5 厚生労働省

一億総活躍社会の実
現：夢をつむぐ子育て支
援

4, 5, 8, 10 内閣官房他

（子ども）

子供の貧困対策の推進 1.2 内閣府他

（若者）

若年者雇用対策の推進 8.5 厚生労働省

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）を達成するための具体的施策(付表）

１　あらゆる人々の活躍の推進
特に関連が深いと思われるＳＤＧｓ：１（貧困）、４（教育）、５（ジェンダー）、８（経済成長と雇用）、１０（格差）、１２（持続可能な生産と消費）等

「希望出生率1.8」の目標を掲げ、一人でも多くの若者たちの結婚
や出産の希望を叶えるとともに、安心して子供を産み育てること
ができる社会、子供たちの誰もが頑張れば大きな夢をつむいでい
くことができる社会を創り上げる。

国内の施策

「ニッポン一億総活躍プラン」に掲
げられた指標

指標
「ニッポン一億総活躍プラン」に基づき、誰もが活躍できる「一億総活躍社会」の実現に向けて以下の取組を進める。

「ニッポン一億総活躍プラン」に掲
げられた指標

週労働時間49時間以上の労働者
割合

「子供の貧困対策に関する大綱」（平成26年８月閣議決定）に基
づき、総合的に子供の貧困対策を推進する。

「ニッポン一億総活躍プラン」に基づき、「青少年の雇用の促進等
に関する法律」（平成27年成立）の着実な施行により、若者の雇
用の促進等を図り、その能力を有効に発揮できる環境を整備す
る。

若年層（25-34歳）の不本意非正規
割合

「子供の貧困対策に関する大綱」に
定められた指標

                   施策概要

働き方改革は、一億総活躍社会の実現に向けた横断的課題であ
り、最大のチャレンジ。同一労働同一賃金の実現など非正規雇用
労働者の待遇改善、総労働時間抑制等の長時間労働是正、65
歳以降の継続雇用・65歳までの定年延長企業の奨励等の高齢
者就労促進に取り組み、多様な働き方の選択肢を広げる。

「ニッポン一億総活躍プラン」に基づき、法規制の執行を強化する
とともに、労働基準法については、労使で合意すれば上限なく時
間外労働が認められる、いわゆる36（サブロク）協定における時
間外労働規制の在り方について、再検討を開始する。
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（女性）

女性活躍、男女共同参
画の推進 5 内閣府他

（教育）

初等中等教育の充実 4.1 文部科学省

幼児教育の充実 4.2
文部科学省
他

高等教育の充実 4.3 文部科学省

①後期中等教育卒業率
②国際的な学力調査における習熟
度レベルの下位層の減少
③児童生徒の学習意欲の向上や
学習習慣の改善

「第４次男女共同参画基本計画」の
12の重点分野と推進体制の整備・
強化における71の成果目標の達成
状況

①高等教育段階への進学率
②各大学において、パートタイム形
式によって大学教育を受ける機会
を広く認める制度や、社会人等の
学修の機会を拡充するための制度
の普及
③大学・短期大学、専修学校等へ
の社会人の受入れ状況の改善
④奨学金の希望及び受給の状況

高等教育機関における高度人材育成の重要性に鑑み、意欲と能
力のある学生の進学機会を確保するため給付型奨学金制度の
創設等による経済的支援の充実を図るとともに、大学・専門学校
等における社会人の学び直し機能の強化に取り組む。

幼児教育は生涯にわたる人格形成の基礎を培うものであり、家
庭の経済状況に左右されることなく、全ての子供に質の高い幼児
教育を受ける機会を保障することは重要であるため、幼児教育の
無償化を段階的に推進していくとともに、その質の向上に取り組
む。

①幼稚園等の就園率
②保育料が無償である子どもの割
合

第４次男女共同参画基本計画（平成27年12月閣議決定）に基づ
き、以下を重点分野として、女性活躍の推進体制の強化等を進
める。
①男性中心型労働慣行等の変革
②政策・方針決定過程への女性の参画拡大
③雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和
④地域・農山漁村、環境分野における男女共同参画の推進
⑤科学技術・学術における男女共同参画の推進
⑥生涯を通じた女性の健康支援
⑦女性に対するあらゆる暴力の根絶
⑧貧困、高齢、障害等により困難を抱えた女性等が安心して暮ら
せる環境の整備
⑨男女共同参画の視点に立った各種制度等の整備
⑩教育・メディア等を通じた意識改革、理解の促進
⑪男女共同参画の視点に立った防災・復興体制の確立
⑫男女共同参画に関する国際的な協調及び貢献

教育の機会均等を図るため、義務教育段階の就学援助や高校
生等への修学支援に取り組む。また、子供たちが全国どこにいて
も一定水準の教育を受けられるようにするために、新たな時代に
求められる資質・能力を育成する観点から学習指導要領を改訂、
実施しそのために必要となる教員の資質能力の総合的な向上及
び教職員等の指導体制の充実に取り組む。
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キャリア教育・職業教育
の充実

4.4 文部科学省

特別なニーズに対応し
た教育の推進や男女共
同参画を推進する教育・
学習の機会の提供

4.5 文部科学省

一億総活躍社会の実
現：安心につながる社会
保障

3, 8, 10 内閣官房他

（障害者）

障害者基本計画（第３
次）に規定する施策の推
進

3, 4, 8,
10, 11, 16

内閣府他

介護をしながら仕事を続けることができる「介護離職ゼロ」という
明確な目標を掲げ、現役世代の「安心」を確保する社会保障制度
へと改革を進めることにより、希望する介護サービスを利用でき、
介護に不安なく取り組め、介護と仕事を両立でき、健康を長い間
維持するなど安心して生活できる社会を創り上げる。

「ニッポン一億総活躍プラン」に掲
げられた指標

障害者基本計画関連成果目標の
達成状況

①中学校、高等学校、大学・短期
大学、高等専門学校、専修学校等
における職場体験・インターンシッ
プの実施状況の改善
②大学・短期大学、専修学校等へ
の社会人の受入れ状況の改善

　障害の有無にかかわらず、国民誰もが相互に人格と個性を尊
重し支え合う共生社会の実現に向け、障害者の自立と社会参加
の支援等のための次に掲げる施策等の一層の推進を図る。

①生活支援に関する施策
②保健・医療に関する施策
③教育、文化芸術活動・スポーツ等に関する施策
④雇用・就業、経済的自立の支援に関する施策
⑤生活環境に関する施策
⑥情報アクセシビリティに関する施策
⑦安全・安心に関する施策
⑧差別の解消及び権利擁護の推進に関する施策
⑨行政サービス等における配慮に関する施策
⑩国際協力に関する施策

社会的・職業的自立の基盤となる基礎的・汎用的能力を育成する
とともに、労働市場の流動化や知識・技能の高度化に対応し、実
践的で専門性の高い知識・技能を、生涯を通じて身に付けられる
ようにする。このため、キャリア教育の充実や、インターンシップ
の実施状況の改善、就職ミスマッチの改善に向けた教育・雇用の
連携方策の強化を図る。

共生社会の形成に向けて､障害のある者がその年齢及び能力に
応じ､かつ､その特性を踏まえた十分な教育が受けられるようにす
るため､教育内容・方法の改善充実などを図る。また、男女共同
参画社会の形成に向けて、学校・家庭・地域などにおいて男女共
同参画を推進し、多様な選択を可能にする教育・学習の充実など
を図る。

①幼・小・中・高等学校における障
害のある幼児児童生徒に対する個
別の指導計画及び個別の教育支
援計画の作成率
②高等教育機関に在籍する障害の
ある学生の数
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公共交通機関のバリア
フリー化の推進

11.2 国土交通省

障害者雇用の推進 8.5 厚生労働省

（差別の解消）

「心のバリアフリー」の推
進

10.3 法務省

(雇用） ターゲット 関係省庁

労働災害防止対策の推
進

8.8 厚生労働省

(教育） ターゲット 関係省庁

ＥＳＤ（持続可能な開発
のための教育）・環境教
育の推進

4.7
外務省、文
部科学省、
環境省

外国人留学生の受入
4.b 文部科学省

指標

ESD国内実施計画や環境教育等促進法に基づき、家庭、職場、
地域、学校等のあらゆる場で、発達段階に応じた適切な教育が
実践されるよう、ESDや環境教育に取り組む多様な主体の連携
等を促進していく。学校教育におけるSDGｓに関する学習等を通
じ、子供たちに持続可能な社会や世界の創り手となるために必要
な資質・能力が育成されるよう、2020年度から開始される新しい
学習指導要領に基づく教育課程の改善・充実や、学校現場で活
用される教材の改善・充実を推進する。

留学生30万人計画の実現

施策概要 指標

ＥＳＤ(持続可能な開発のための教
育)・環境教育の着実な実施

第12次労働災害防止計画（平成25年策定）に基づいて労働災害
防止対策等の取組を進め、誰もが安心して健康に働くことができ
る社会の実現を図る。

民間企業における障害者の実雇用
率

法務省の人権擁護機関が行う人権
啓発活動の実績

①労働災害による死亡者の数
②労働災害による死傷者（休業４
日以上）の数

外国人・障害者の人権の尊重をテーマとした人権啓発活動に積
極的に取り組むこと等により､「心のバリアフリー」を推進し､国籍
や障害の有無等にかかわらず相互に尊重し合う共生社会を実現
する。

優秀な外国人留学生の受入を促進するため、奨学金等の経済的
支援の充実等に取り組んでいる。

「どこでも、だれでも、自由に、使いやすく」というユニバーサルデザ
インの考え方を踏まえた「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促
進に関する法律（バリアフリー法）」に基づき、バリアフリー化を推進
する。

「ニッポン一億総活躍プラン」等に基づき、法定雇用率（2.0%）を達
成していない企業に対して、その達成に向けた指導等を行うとと
もに、障害者の希望や特性に応じた職業紹介、定着支援等を行
う。

「移動等円滑化の促進に関する基
本方針」に基づくフォローアップ状
況

施策概要
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障害者の職業訓練 4.5 厚生労働省

(消費者） ターゲット 関係省庁

消費者基本計画の推進 12.3, 12.8 消費者庁

（女性の活躍推進） ターゲット 関係省庁

女性の活躍推進のため
の開発戦略

5
外務省
ＪＩＣＡ

施策概要 指標

消費者基本計画（平成27年３月24日閣議決定）に基づく消費者基
本計画工程表（平成27年３月24日消費者政策会議決定、平成28
年７月19日改定）に盛り込まれた、次に掲げる施策の推進を図る
ことにより、消費者基本計画を着実に推進する。また、工程表に
ついては、施策の進捗状況や消費者を取り巻く状況の変化を踏
まえ、１年に１回は改定する。その際には、国連消費者保護ガイ
ドラインにおける持続可能な消費の促進についての理念等を踏
まえるものとする。
①消費者の安全の確保
②表示の充実と信頼の確保
③適正な取引の実現
④消費者が主役となって選択・行動できる社会の形成
⑤消費者の被害救済、利益保護の枠組みの整備
⑥国や地方の消費者行政の体制整備

「消費者基本計画工程表」フォロー
アップ状況

国外の施策
施策概要 指標

女性支援分野の課題別政策（平成28年策定）に基づき､①女性と
女児の権利の尊重・脆弱な状況の改善、②女性の能力発揮のた
めの基盤の整備、③政治、経済、公共分野における女性のリー
ダーシップ向上を重点分野とし、途上国のSDG5達成を支援して
いく。

①グローバル指標（5.1.1）
性別に基づく平等と差別撤廃を促
進､実施及びモニターするための法
律の枠組みが制定されているかど
うか
②人材育成を行った女性行政官等
の数
③教育支援により裨益した女子生
徒の数
④ジェンダー分野（開発協力）にお
ける支援実績

「第３次障害者基本計画」に基づき、障害者職業能力開発校にお
ける障害の特性に応じた職業訓練を実施するとともに、民間教育
訓練機関等の訓練委託先を活用し、障害者の態様に応じた多様
な委託訓練等を実施する。

①障害者職業能力開発校の修了
者における就職率
②障害者委託訓練修了者における
就職率

5



女性・平和・安全保障に
係る行動計画

5.2, 5.5
外務省
ＪＩＣＡ他

国際女性会議（ＷＡＷ）
を通じた女性の活躍推
進

5.5
外務省

（教育） ターゲット 関係省庁

平和と成長のための学
びの戦略

4
外務省
ＪＩＣＡ

官民協働プラットフォー
ムを活用した日本型教
育の海外展開

4.1, 4.2,
4.3

文部科学省

｢日本型教育の海外展開官民協働プラットフォーム｣（EDU-Port
ニッポン）の下、諸外国との強固な信頼・協力関係の構築、日本
の教育機関の国際化、教育産業等の海外進出の促進を図るた
め、国別・分野別分科会、国際フォーラムの開催に加え、パイロッ
ト事業を実施し、教育の海外展開モデルの形成を実現する。

指標施策概要

「女性・平和・安全保障に関する行動計画（平成27年策定）」に基
づき､国内外における女性の意志決定への参加を促し､女性の人
権やジェンダーの視点を平和・安全保障の課題に盛り込む。

教育支援分野の課題別政策（平成27年９月策定）に基づき､①包
摂的かつ公正な質の高い学びに向けた教育協力、②産業・科学
技術人材育成と社会経済開発の基盤づくりのための教育協力、
③国際的・地域的な教育協力ネットワークの構築と拡大を基本原
則とし、途上国のSDG4達成を支援していく。

①グローバル指標（4.1.1）
（１）読書､（２）算数について､最低
限の習熟度に達している次の子供
や若者の割合（性別ごと）(a)２～３
学年､(b)小学校修了､(c)中学校修
了
②教育分野（開発協力）における支
援実績

諸外国のニーズに応じて形成した
日本型教育の海外展開モデルの
案件数（2020年度までに10件）

グローバル指標（5.5.1,5.5.2）
国内外において､経済分野及び政
治分野における女性参画の状況

「女性が輝く社会」を実現するための取組の一環として国際女性
会議WAW!（World Assembly for Women）を開催し､国内外におけ
る女性の活躍促進のための取組について議論を行う。

グローバル指標（5.1.1）
日本が支援している国において､性
別に基づく平等と差別撤廃を促進､
実施及びモニターするための法律
の枠組みが制定されているかどう
か
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ターゲット 関係省庁

一億総活躍社会の実現：安
心につながる社会保障 3, 8, 10 内閣官房他

健康づくり・生活習慣病対策
の推進

3.5, 3.a 厚生労働省

（健康・長寿の推進） ターゲット 関係省庁

国際的に脅威となる感染症
対策の強化に関する基本計
画の推進

3.d 内閣官房他

薬剤耐性（ＡＭＲ）対策アク
ションプランの推進

3.3 内閣官房他

感染症対策に資する研究開
発の推進

3.3, 3.b 文部科学省

「ニッポン一億総活躍プラン」に基づき、誰もが活躍できる「一億総活躍社会」の実現に向けて以下の取組を進める。
                               施策概要 指標

企業・民間団体・自治体相互の連携により、「健康増進法」に基づ
く「健康日本２１（第二次）」を着実に実施し、健康寿命の延伸、健
康格差の縮小等を図る。

施策概要

介護をしながら仕事を続けることができる「介護離職ゼロ」という
明確な目標を掲げ、現役世代の「安心」を確保する社会保障制度
へと改革を進めることにより、希望する介護サービスを利用でき、
介護に不安なく取り組め、介護と仕事を両立でき、健康を長い間
維持するなど安心して生活できる社会を創り上げる。

①生活習慣病のリスクを高める量
の飲酒者割合の減少
②成人の喫煙率の減少

本計画に基づく施策毎の成果目標
の達成状況

第５期科学技術基本計画(平成28年１月)や「国際的に脅威となる
感染症対策の強化に関する基本計画（平成28年２月）」等に基づ
き、アジア・アフリカの海外研究拠点において、相手国機関と協力
し、現地で蔓延する感染症の病原体に対する疫学研究、診断治
療薬等の基礎的研究を推進し、感染制御に向けた予防や診断治
療に資する新しい技術の開発や高度専門人材の育成を図る。ま
た、アフリカにおける「顧みられない熱帯病(NTDs)」対策として、
我が国とアフリカ諸国の大学等研究機関において、NTDsの予
防、診断、創薬、治療法の開発等を行い、成果の社会実装を目
指すとともに、共同研究を通じてアフリカの若手研究者の人材育
成を行う。

①感染症病原体の疫学研究、及び
得られた病原体（インフルエンザ・
デング熱・下痢症感染症・薬剤耐性
菌等）の治療薬、迅速診断法の研
究開発等の推進
②「顧みられない熱帯病（NTDs）」
に係る研究開発の推進

２　健康・長寿の推進
特に関連が深いと思われるＳＤＧｓ：３（保健）等
国内の施策

指標

「国際的に脅威となる感染症対策の強化に関する基本計画」に基
づき、国内の感染症対策に係る体制（感染症危機管理体制強
化、感染症研究体制推進他）が強化された社会を目指す。

薬剤耐性の発生をできる限り抑えるとともに、薬剤耐性菌等によ
る感染症のまん延を防止するため、６つの分野（普及啓発・教
育、動向調査・監視、感染予防・管理、他）の対策を推進する。

アクションプランの成果指標

「ニッポン一億総活躍プラン」に掲
げられた指標

7



がん対策の推進 3.4 厚生労働省

肝炎総合対策の推進 3.3 厚生労働省

 （公衆衛生危機への国際的対応力
の強化、開発途上国の保健システ
ム強化を通じたＵＨＣの実現）

ターゲット 関係省庁

平和と健康のための基本方
針に基づく支援の実施

2.1, 2.2,
3, 5.6

 外務省他

「国際保健のためのＧ７伊勢
志摩ビジョン」の履行促進

3, 2.1,
2.2, 5.6,
9.5

外務省他

グローバル・ヘルス・アーキテ
クチャーの強化・仕組みの構
築への人的関与

3.d 外務省他

WHOの緊急対応部局の拡充
及び緊急対応活動への支援

3.d 厚生労働省

公衆衛生危機への対応強化
のための世界銀行のパンデ
ミック緊急ファシリティ（PEF）
への支援

3.d 財務省

「がん対策基本法」の下、がん対策推進基本計画を策定し、「が
んによる死亡者の減少」「全てのがん患者とその家族の苦痛の軽
減と療養生活の質の維持向上」「がんになっても安心して暮らせ
る社会の構築」を目標として、がん医療、がんに関する相談支援
と情報提供等の施策を推進している。

心臓血管病、癌、糖尿病、又は慢
性の呼吸器系疾患の死亡数

「国際保健のためのＧ７伊勢志摩ビ
ジョン」に示された施策のうち主た
るものの実施状況

①国際保健規則（IHR）コアキャパ
シティを達成した国の数
②ＣＦＥの適切な資金運用にかかる
監査結果

日本政府はＳＤＧｓにおける保健目標達成支援を念頭に､2015年
９月､「平和と健康のための基本方針」を策定。同方針に基づく国
際協力の実施により､ゴール３を中心としたＳＤＧｓの履行に貢献
する。

PEFの適切な資金運用にかかる監
査結果

公衆衛生上の緊急事態への対応強化のためのグローバル・ヘル
ス・アーキテクチャー（国際保健の枠組み）の強化に貢献すべく､
関連の国際的議論に人的な貢献を行う。

国連等における関連会議等への人
的な貢献

感染症のアウトブレイクや緊急事態への初期対応を迅速に行う
ための緊急対応基金（ＣＦＥ）への拠出や、WHOの健康危機対応
及び備えにかかる活動への支援を通じて、世界各国の公衆衛生
危機への対応及び備えを強化する。

パンデミック発生時に保険メカニズムを活用して迅速な資金動員
を行う枠組みであるPEFについて、資金拠出を行ったうえで主要
ドナーとして基金運営に参画し、公衆衛生危機対応の強化・迅速
化に貢献していく。

「肝炎対策基本法」及び同法により策定された「肝炎対策の推進
に関する基本的な指針」に基づき、以下の取組を推進している。
①Ｂ型・Ｃ型肝炎に対する抗ウイルス療法に対する医療費助成
②肝炎ウイルス検査の促進
③医療提供体制の整備
④肝炎に関する正しい知識の普及啓発
⑤肝炎に関する研究の推進
また、Ｂ型肝炎ワクチンの定期接種を行っている。

10万人当たりのＢ型肝炎ウイルス
感染者数

「平和と健康のための基本方針」に
例示された施策のうち主たるもの
の実施状況

Ｇ７諸国がＧ７伊勢志摩サミットで示した「国際保健のためのＧ７
伊勢志摩ビジョン」の履行を促進し､ゴール３を中心としたＳＤＧｓ
の履行に貢献する。

施策概要 指標

国外の施策
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世銀との連携によるＵＨＣの
推進、公衆衛生危機への備
え・予防

3.8, 3.c 財務省

（感染症対策） ターゲット 関係省庁

国際的に脅威となる感染症
対策の強化に関する基本計
画の推進

3.d 内閣官房他

薬剤耐性（ＡＭＲ）対策アク
ションプランの推進

3.3 内閣官房他

開発途上国の感染症対策に
係る官民連携会議

3.3, 17.7 内閣官房他

感染症対策に資する研究開
発の推進

3.3, 3.b 文部科学省

（アジア地域の高齢化への対
応）

ターゲット 関係省庁

アジア健康構想の推進
3.8, 3.c,
4.7

内閣官房他

施策概要 指標

平成28年７月に健康・医療戦略推進本部決定された「アジア健康
構想に向けた基本方針」に基づき、民間介護事業者の事業展開
を軸とした制度設計、人材育成、技術供与等相互互恵的かつ持
続可能な取組を推進する。

日本的介護の教育及び実践的拠
点をアジア諸国に展開

TICAD VIで日本が世銀等と策定・公表したアフリカにおけるUHC
推進のための政策枠組み「UHC in Africa」の途上国による実施を
支援し、その進捗状況等をフォローするための国際会議を世銀・
WHOと東京で共催するなど、途上国におけるUHC推進と公衆衛
生危機への備え・予防に向けた支援を世銀やWHOと連携しなが
ら実施していく。

世銀とWHOによるUHC進捗のモニ
タリング結果、及び公衆衛生危機
への備え・予防にかかるWHOの合
同外部評価

日本の医療業界等と我が国政府が官民一体となり、様々な国際
的な団体とともに、国際的な感染症対策に一層貢献し、併せて我
が国の医療業界等の新たな市場開拓を目指す。

官民一体となった国際的な感染症
対策への貢献と医療業界等の新た
な市場開拓へ向けての検討状況

第５期科学技術基本計画(平成28年１月)や「国際的に脅威となる
感染症対策の強化に関する基本計画（平成28年２月）」等に基づ
き、アジア・アフリカの海外研究拠点において、相手国機関と協力
し、現地で蔓延する感染症の病原体に対する疫学研究、診断治
療薬等の基礎的研究を推進し、感染制御に向けた予防や診断治
療に資する新しい技術の開発や高度専門人材の育成を図る。ま
た、アフリカにおける「顧みられない熱帯病(NTDs)」対策として、
我が国とアフリカ諸国の大学等研究機関において、NTDsの予
防、診断、創薬、治療法の開発等を行い、成果の社会実装を目
指すとともに、共同研究を通じてアフリカの若手研究者の人材育
成を行う。

①感染症病原体の疫学研究、及び
得られた病原体（インフルエンザ・
デング熱・下痢症感染症・薬剤耐性
菌等）の治療薬、迅速診断法の研
究開発等の推進
②「顧みられない熱帯病（NTDs）」
に係る研究開発の推進

指標

「国際的に脅威となる感染症対策の強化に関する基本計画」に基
づき、感染症危機時に様々な国際機関が連携し、迅速・効果的に
対処できる仕組み（開発途上国感染症対策強化、国際感染症対
応人材育成・派遣他）が構築された国際社会を目指す。

本計画に基づく施策毎の成果目標
の達成状況

ＷＨＯにおける薬剤耐性（ＡＭＲ）に対する取組等を支援し国際的
な政策を推進するとともに、官民の更なる協調により、特にアジア
太平洋地域を中心とした国際保健協力を推進する。

本アクションプラン目標６に記載の
評価指標の達成状況

施策概要
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ターゲット 関係省庁

３　成長市場の創出、地域活性化、科学技術イノベーション
特に関連が深いと思われるＳＤＧｓ：２（食料）、８（経済成長と雇用）、９（インフラ、産業化、イノベーション）、１１（持続可能な都市、人間居住）等
国内の施策

(戦後最大の名目ＧＤＰ６００兆円）
施策概要 指標

「ニッポン一億総活躍プラン」に基づき、誰もが活躍できる「一億総活躍社会」の実現に向けて以下の取組を進める。

希望を生み出す強い経済

①多様な人材力の発揮（社会的損失の解消、就労支援、教育
等）を支援する。

8, 9, 11 「ニッポン一億総活躍プラン」に掲
げられた指標

内閣官房他

②（１）産学官を糾合した司令塔の下で研究開発・産業化戦略の
策定、ビジネス・モデルの創出を進め、第４次産業革命を推進す
る。
②（２）第４次産業革命に対応するため、サイバーセキュリティを
確保するとともにＩＴ利活用の徹底を進める。
②（３）第４次産業革命時代に対応した規制・制度改革を進め、
「攻めの経営」を促進する。

③（１）大学改革、研究開発法人の機能強化、及び世界レベルの
産学連携の実現等を推進する。
③（２）地方も含めベンチャー企業の発掘を強化し、世界市場へ
繋げていく一気通貫の体制を構築する。

④（１）第４次産業革命の時代に対応出来る人材を育成するた
め、ＩＴを活用した教育、数理・情報教育の強化等を進める。
④（２）優秀な外国人材を我が国に呼び込むため、魅力的な受け
入れの仕組みや環境を整備する。
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⑤（１）多様な公的保険外サービスを創出しつつ、医療・介護の質
や生産性の向上、国民の生活の質の向上を図っていく。
⑤（２）省エネ・再エネ・資源などエネルギー・環境分野の取組の
強化により、経済成長と温室効果ガスの排出抑制を併せて実現
する。
⑤（３）スポーツで収益を上げ、その収益をスポーツへ再投資する
自律的好循環モデルの形成、新たなスポーツ市場の創出等によ
り、スポーツ産業を成長させる。
⑤（４）住宅が資産として評価される既存住宅流通市場を形成す
る。また、次世代住宅の普及を促進する。
⑤（５）「ロボット新戦略」の実現実行と進化を図るとともに、中堅・
中小企業等へのロボット導入の加速や、研究開発・実証実験の
ための環境整備等を進める。

⑥ＴＰＰを含む経済連携交渉、投資協定の締結・改正を推進し、
グローバルな経済活動の基盤を整備する。

⑦意欲ある個々の事業者による生産性向上に向けた挑戦を、
国、事業者団体、地域の中小企業団体・地域金融機関等の支援
機関により後押ししていく。

⑭過去最大の企業収益を賃金にも回していくことを通じ、消費が
拡大し、更なる企業収益の増加につながるという経済の好循環を
確実なものとしていく。

⑧生産現場の周辺にある優れた知見を結集・活用し、中山間地
域を含めた産地の収益力・生産基盤の強化を図り、農林水産業
における生産性の徹底した向上と輸出力の強化を実現する。

⑨「観光先進国」の実現に向け、政府一丸、官民を挙げて、総合
的・戦略的に取り組む。

⑩公的サービス・資産の民間開放を推進する。

⑪地域中小企業等の海外展開を後押しするとともに、経営基盤
の強化を図りつつ、身近な地域の相談体制の整備を推進する。

⑫地方創生の本格展開を図ることにより、東京一極集中の是正、
若い世代の就労・結婚・子育ての希望実現、地域の特性に即した
課題解決を進め、人口減少と地域経済の縮小を克服する。

⑬社会資本整備の推進、災害に強くしなやかな国づくり、持続的
な都市構造への転換、公共施設の整備・運営へのＰＰＰ／ＰＦＩの
推進等を図る。
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（新たな有望市場の創出や地域の活性
化） ターゲット 関係省庁

開業率・廃業率10％の達成 8.3 経済産業省

「明日の日本を支える観光ビジョ
ン」の推進

8.9 国土交通省

農林水産省農山漁村の振興

関係府省との連携の下、農林水産業を軸に観光、教育、福祉等
多様な分野の連携を深め、都市と農山漁村の交流を戦略的に推
進する。特に、訪日外国人旅行客を農村へ呼び込むための外国
人旅行者の受入体制整備やプローモーション促進、農村での宿
泊による農業体験等の取組を促進する。

世界農業遺産、日本農業遺産の認定を推進し、伝統的な農林水
産業の保全、認定を活用した農作物の高付加価値化、観光の誘
致、企業との連携を図る。

都市と農山漁村の交流人口

世界農業遺産及び日本農業遺産
の認定地域数

2.3, 2.4,
4.7, 8.9,
11.a

平成28年３月に明日の日本を支える観光ビジョン構想会議で決
定した「明日の日本を支える観光ビジョン」に基づき、観光先進国
の実現に向けた取組を実施する。

①訪日外国人旅行者数
②訪日外国人旅行消費額　等

担い手への農地集積・集約化、法人化の推進、新規就農の促
進、先端技術を活用したスマート農業の推進などによる農業生産
現場の強化を図るとともに、６次産業化の推進等によりバリュー
チェーンの連結を行うなど新たな価値の創造と需要の開拓を支
援する。

①担い手に利用される農地面積の
割合
②法人経営体数
③40代以下の農業従事者数
④自動走行トラクターの遠隔監視
による無人走行
⑤６次産業化のうち加工・直売分野
における市場規模

日本型直接支払制度により、農地・農業用水等の地域資源の保
全管理に関する地域の共同活動、中山間地域における農業生産
活動等の継続的な実施、自然環境の保全に資する農業生産活
動を推進する。

①地域共同活動による農地・農業
用水等の保全管理への参加者
②中山間地域等の農用地面積の
減少防止

国産材の供給量

漁業・養殖業における１経営体
当たりの生産額

森林資源を循環利用しつつ、CLT（直交集成板）等の新たな木材
需要の創出、国産材による安定的・効率的な供給体制の構築等
を推進する。

施策概要

漁業・養殖業の持続可能かつ収益性の高い操業体制への転換
や、水産物の加工・流通・消費の拡大を促進する。

2.3, 8.1,
8.2, 9.5

指標

日本再興戦略2016に示した「開業率が廃業率を上回る状態に
し、開業率・廃業率が米国・英国レベル（10%）になることを目指
す。」という目標の達成に向け着実に取り組んでいく。

①開業率・廃業率の数値
②「起業活動指数」における数値目
標

農林水産省農林水産業の成長産業化
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　（生産性向上） ターゲット 関係省庁

総合物流施策大綱の推進 8.2, 13.2 国土交通省

i-Constructionの推進
（建設現場の生産性向上）

8, 9 国土交通省

（科学技術イノベーション・高度人材育
成） ターゲット 関係省庁

科学技術イノベーションを担う多
様な人材の育成・確保

9.5 文部科学省

（持続可能な都市） ターゲット 関係省庁

「環境未来都市」構想の推進 11.a 内閣府

（ビジネスと人権） ターゲット 関係省庁

ビジネスと人権に関する国別行
動計画の策定

8 外務省他

環境・社会・経済的価値を創造する「環境未来都市」構想を推進
し、国内外の都市の成功事例・知見の共有やネットワークの形成
支援により、自律的で持続可能な都市の実現を図る。

「総合物流施策大綱」に基づくフォ
ローアップ状況

第５期科学技術基本計画（平成28年１月閣議決定）等に基づき、
若手研究者の育成、女性研究者や海外からの優れた研究者の
活躍促進等を通じて、科学技術イノベーションを担う多様な人材
の育成・確保に取り組む。

グローバル指標（9.5.2）
100万人当たりの研究者

施策概要

施策概要

人権理事会決議17/4及び本決議に基づき設立された作業部会
による提言等に基づき、「ビジネスと人権に関する国別行動計画」
を策定する。

総合物流施策大綱（2013－2017）（平成25年６月閣議決定）に基
づき、「①産業活動と国民生活を支える効率的な物流の実現」、
「②さらなる環境負荷の低減に向けた取組」、「③安全・安心の確
保に向けた取組」を推進する。

「ICTの全面的な活用（ICT土工）」等の施策を建設現場に導入す
ることによって、調査・測量から設計、施工、検査、維持管理・更
新までのあらゆる建設生産プロセスにおいて抜本的な生産性向
上を目指す。

施策概要 指標

①建設生産プロセスにおいて活用
する３次元データのデータ利活用
方針の策定、データ様式の標準化
実施状況
②最先端技術を反映した制度・基
準の整備・運用、データ活用や人
材育成策など、具体的方針策定状
況

指標

ビジネスと人権に関する国別行動
計画の策定の進捗状況

施策概要 指標

「環境未来都市」構想推進国際
フォーラムを年１回開催する。

指標
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（科学技術イノベーションや研究開発の
促進、産業人材育成） ターゲット 関係省庁

科学技術イノベーションの戦略的
国際展開

17.6
外務省、
文部科学
省、ＪＩＣＡ

国際農林水産業研究の推進
1.1, 2.1,
2.3, 2.4,
2.a, 9.5

外務省、農
林水産省

　（成長市場の創出） ターゲット 関係省庁

8.2, 9.b,
10.b

外務省、
ＪＩＣＡ他

8.2, 9.b,
10.b

外務省、
ＪＩＣＡ他

（食料システム強化） ターゲット 関係省庁

途上国の食料システム強化
2.1, 2.2,
2.3, 2.4,
2.a, 12.3

外務省、
農林水産
省、ＪＩＣＡ

指標

指標

【アフリカ】
①ＡＢＥイニシアティブを通じて､2013年からの５年間で1,000人の
アフリカの若者に対し､日本の大学や大学院での教育に加え､日
本企業でのインターンシップの機会を提供する。
②ＡＢＥイニシアティブ2.0を通じて､2016年から2018年までの３年
で併せて1,500名の高等人材・現場人材を育成する。

①ＡＢＥイニシアティブを通じて､2018年
までに1,000人のアフリカの学生を招聘
する。
②ＡＢＥイニシアティブ2.0を通じて､2018
年までに1,500名の高等人材・現場人
材を育成する。

施策概要 指標

国際農林水産業研究の推進のため、国際農業研究協議グルー
プ（CGIAR）の理事会を通じた国際農林水産業研究の方針決定
等に関する貢献、CGIARの研究に関する人的・知的貢献、CGIAR
への拠出を通じた研究を推進する。

CGIAR研究機関での邦人研究者数

【アジア】
2015年に発表した「産業人材育成協力イニシアティブ」に基づき､
熟練技術者､エンジニア､研究開発人材､ミドル・マネージメント人
材､行政官等の育成及び理数科教育の拡充等を通じ､2015年度
～2017年度の３年間で､アジア地域において４万人の産業人材の
育成を官民連携も活用しながらオールジャパンで推進する。

2015年度～2017年度の３年間で､
アジア地域において４万人の産業
人材育成を実施する。

施策概要

第５期科学技術基本計画(平成28年１月)に基づき、世界各国との
科学技術協力や国際機関への協力を推進する。また、地球規模
課題の顕在化などに対応し、我が国の優れた科学技術と外交と
を連携させる「科学技術外交」の観点から、SATREPS等の国際科
学技術協力事業を通じて、国際共同研究を行う。

①グローバル指標（17.6.1）
各国間における科学技術協力協定
及び計画の数（協力形態別）
②SATREPS及びSICORPの実施件
数

世界の食料安全保障や途上国の経済成長等に貢献するととも
に、企業の経済活動を拡大するため、官民連携による、栄養改善
事業の国際展開のための「栄養改善事業推進プラットフォーム」
及びアフリカの栄養改善のための実践活動を加速化する「食と栄
養のアフリカ・イニシアチブ(IFNA)」の取組を推進するとともに、途
上国等におけるフードバリューチェーンの構築（農業生産から製
造・加工、流通、消費に至るまでの各段階の付加価値をつなぐこ
と）を促進する。

産業人材育成支援

国外の施策

①栄養改善事業推進プラットフォー
ムに関連するセミナー参加社・団体
数
②二国間政策対話を含む官民ミッ
ション派遣国の数
③FVCに関連する事業の数

施策概要
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（インフラ） ターゲット 関係省庁

国土強靱化の推進
1.5, 9.1,
11.5, 11.b,
13.1

内閣官房

社会資本整備重点計画
の推進

9 国土交通省

住生活基本計画（全国
計画）の推進

11.1 国土交通省

「コンパクト＋ネットワー
ク」の推進

11.2, 11.3,
11.a

国土交通省

国土形成計画（平成27年８月閣議決定）で示された国土の基本
構想である「対流促進型国土」の形成に向けて、また、人口減少
や高齢化が進む中にあっても、地域の活力を維持するとともに、
医療・福祉・商業等の生活サービス機能を確保し、高齢者等の住
民が安心して暮らせる、持続可能な都市経営を実現できるよう、
関係施策間で連携しながら、都市のコンパクト化と周辺等の交通
ネットワーク形成（「コンパクト・プラス・ネットワーク」）を推進する。

①立地適正化計画を作成する市町
村数
②地域公共交通再編実施計画認
定総数

「第４次社会資本整備重点計画」(平成27年９月閣議決定、計画
期間：2015～2020年)においては、厳しい財政制約の下、中長期
にわたって持続可能な社会資本整備の実現を図るため、「機能
性・生産性を高める戦略的インフラマネジメント」の構築を図るこ
ととしている。具体的には①切迫する巨大地震や激甚化する気
象災害、②加速するインフラ老朽化、③人口減少に伴う地方の疲
弊、④激化する国際競争という４つの構造的課題に対応するた
め、社会資本のストック効果の最大化を図ることを基本理念とし、
「既存施設の有効活用（賢く使う）」や「集約・再編」を進めながら、
ストック効果の高い事業に「選択と集中」を徹底することとしてい
る。

「第４次社会資本整備重点計画」に
基づくフォローアップ状況

「住生活基本計画（全国計画）」(平成28年３月閣議決定）に基づ
き、若年世帯・子育て世帯や高齢者が安心して暮らすことができ
る住生活を実現し、住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の
安定を確保する。

「住生活基本計画（全国計画）」に
基づくフォローアップ状況

「国土強靱化基本計画」（平成26年６月閣議決定）及び「国土強靱
化アクションプラン」の着実な推進を図るとともに、地方公共団体
における地域計画の策定・実施の支援や、民間における国土強
靱化に資する取組の促進を行う。

①「国土強靱化基本計画」及び「国
土強靱化アクションプラン」で設定さ
れたKPI
②国土強靱化地域計画の策定及
び検討着手団体数

４　持続可能で強靱な国土と質の高いインフラの整備
特に関連が深いと思われるＳＤＧｓ：２（食料）、６（水と衛生）、９（インフラ、産業化、イノベーション）、１１（持続可能な都市、人間居住）
国内の施策

施策概要 指標
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東日本大震災からの復
興

8.1, 8.9,
11.5

復興庁

（水資源） ターゲット 関係省庁

健全な水循環の構築に
向けた取組の推進

6.5 内閣官房

水資源開発施設の建
設・維持管理による安定
的な水資源の供給

6.1, 6.4, 6.5 国土交通省

汚水処理の普及促進 6.2, 6.3 国土交通省

農業生産基盤の整備

基幹的な農業水利施設の耐震診断やハザードマップの作成、耐
震化工事、ため池の監視・管理体制の強化、農村地域の洪水被
害防止対策等を実施するとともに、老朽化した農業水利施設の
点検・診断の結果をデータベース化し、補修・更新等の適時・的
確に実施することで、国土の強靭化を図る。

2.3, 2.4, 9.1

更新等が必要と判明している基幹
的農業水利施設における対策着手
の割合

農林水産省

水需要に対し、近年の降雨状況等
による流況の変化を踏まえた上で、
地域の事情に即して安定的な水の
利用を可能にする。

水環境改善のため、汚水処理施設の未普及地域において、下水
道、集落排水、浄化槽等の汚水処理施設の適切な役割分担の
下、効率的な汚水処理施設整備を実施する。

汚水処理人口普及率

2020年度までの間、地震・津波被災地域においては、災害に備
えた住まいの再建や復興まちづくり、インフラの復興、コミュニティ
形成や産業・生業の再生等を進める。2020年度以降も福島の復
興・再生に国が前面に立って取り組む。

①2020年の東北６県の外国人宿泊
数を150万人泊にする
②「公共インフラの本格復旧・復興
の進捗状況」

施策概要 指標

「水循環基本計画」（平成27年閣議決定）に基づき、流域において
関係する行政、事業者、団体等がそれぞれ連携して活動する「流
域マネジメント」の取組を全国各地で推進する。

水循環に関する施策の効果に関す
る評価

水資源開発促進法に基づく水資源の開発、利用のための施設の
新築、改築、管理等を行うことにより、産業の発展及び人口の集
中に伴い用水を必要とする地域に対する水の安定的な供給の確
保を図る。

農地の大区画化・汎用化、水路のパイプライン化等の基盤整備
を実施し、担い手への農地集積・集約化や農業の高付加価値化
を推進し、農業競争力の強化を図る。

①基盤整備着手地区における生産
額（主食用米を除く）に占める高収
益作物が相当程度の地区の割合
②畑の区画整理・排水改良の着手
面積
③畑地かんがい施設の整備着手
面積
④水田の汎用化整備の着手面積
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（質の高いインフラ） ターゲット 関係省庁

質の高いインフラ投資の
推進

1.5, 6.3, 6.5,
6.a, 7.b,  9.1,
9.2, 9.4, 9.a,
11.1, 11.2,
11.3, 11.5,
11.6, 11.7,
11.a, 11.b

内閣官房、総
務省、外務
省、財務省、
経済産業省、
国土交通省、
ＪＩＣＡ

（防災） ターゲット 関係省庁

仙台防災協力イニシア
ティブの推進

1.5, 11.5,
11.b

外務省、
財務省､国土
交通省、ＪＩＣ
Ａ他

「世界津波の日」の普及
啓発

1.5, 11.5,
11.b

内閣官房、
内閣府、外
務省、国土
交通省、ＪＩＣ
Ａ
他

（文化遺産の保護） ターゲット 関係省庁

文化遺産国際協力 11.4
外務省、
文部科学省

①グローバル指標（1.5.1）
 10万人当たりの災害による死者
数､行方不明者数､被災者数
②津波防災関係のイベントの開催
状況

施策概要 指標
文化遺産国際協力推進法（2006年施行）を踏まえ､特に途上国に
おいて存続の危機に瀕する文化遺産を保護するため､ユネスコ等
と協力しつつ､必要な修復事業の実施や人材育成等への支援を
行う。

文化遺産の保全を対象とした国際
協力事業の件数

施策概要 指標

2015年３月､第３回国連防災世界会議において､安倍総理より表
明した仙台防災協力イニシアティブに基づき､2015年～18年の４
年間で､40億ドルの資金協力と､各国の防災を牽引していく行政
官及び地域の防災リーダー４万人の人材育成を行う。

①グローバル指標（1.5.1）
 10万人当たりの災害による死者
数､行方不明者数､被災者数
②グローバル指標（11.5.2）
災害による甚大なインフラ被害及
び基本サービスの中断を含む､グ
ローバルなGDPに関連した直接的
な災害経済損失

国内外における津波防災訓練の実施を促し、防災意識の一層の
向上を図ることを目的として、津波防災関係のイベントを開催し、
「世界津波の日」（11月５日）の普及啓発に取り組む。

国外の施策
施策概要 指標

2015年５月に安倍総理から発表された「質の高いインフラパート
ナーシップ」及び2016年５月のG７伊勢志摩サミット直前に安倍総
理から表明された「質の高いインフラ輸出拡大イニシアティブ」に
基づき、各国・国際機関と協働しつつ、民間の更なる資金・ノウハ
ウを呼び込み、質・量ともに十分なインフラ投資の実現を目指す。

①グローバル指標（9.a.1） インフラ
への公的国際支援の総額（ODAそ
の他公的フロー）
②海外インフラ受注実績
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　（エネルギー） ターゲット 関係省庁

再生可能エネルギーの導入
促進

7.2, 13.3
経済産業省、
環境省

徹底した省エネルギーの推
進

7.3, 13.3
経済産業省、
環境省

エネルギー科学技術に関す
る研究開発の推進

7.2, 7.3 文部科学省

農山漁村の振興のための再
生可能エネルギー活用の推
進

7.2, 9.4 農林水産省

（気候変動対策） ターゲット 関係省庁

再生可能エネルギー発電のメリット
を活用して地域の農林水産業の発
展を図る取組の件数

５　省・再生可能エネルギー、気候変動対策、循環型社会
特に関連が深いと思われるＳＤＧｓ：７（エネルギー）、１２（持続可能な生産と消費）、１３（気候変動）
国内の施策

施策概要 指標

①2030年に再生可能エネルギーの
導入量を22～24％とする。
②2030年度に2013年度比で温室
効果ガスを26%削減する。

施策概要 指標

長期エネルギー需給見通しや地球温暖化対策計画を踏まえ、産
業、業務、家庭、運輸各部門における施策を通じて、規制と支援
を両立させ、徹底した省エネルギーを推進していく。

①エネルギー消費効率（最終エネ
ルギー消費量／実質ＧＤＰ）
②2030年度に2013年度比で温室
効果ガスを26%削減する。

エネルギー・環境イノベーション戦略（平成28年４月）等を踏まえ、
再生可能エネルギーの導入加速、徹底した省エネルギーの実現
に向け、関係省庁等とも連携して、研究開発を推進している。

創・蓄・省エネルギー等に係る革新
的な技術の研究開発を推進

再生可能エネルギーの最大限導入と国民負担の抑制の両立に
向け、今年５月にFIT法の改正を行ったところ。併せて、低コスト
化・高効率化のための技術開発などの施策を通じて導入拡大に
取り組んでいる。

農山漁村の豊富な資源をバイオマス発電や小水力発電等の再
生可能エネルギーとして活用し、農林漁業経営の改善や地域へ
の利益還元を進め、農山漁村の活性化を図る。

気候変動対策の推進
適応については、気候変動の影響への適応計画（平成27年11月
閣議決定）を着実に実施するとともに、気候変動適応情報プラット
フォームの構築・運用や、地方公共団体への支援等を行う。

気候変動の影響への適応に関する
計画等を策定している都道府県・
政令市の数

13.2, 13.3
内閣官房、

経済産業省、
環境省他

緩和については、「地球温暖化対策計画」（平成28年５月閣議決
定）に基づき、地球温暖化対策の総合的かつ計画的な推進を図
る。

2030年度に2013年度比で温室効
果ガスを26％削減する。
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農林水産業における気候変
動対策

2.4, 13.3,
15.2

農林水産省

環境科学技術に関する研究
開発の推進

13.1 文部科学省

（持続可能な生産消費形態の確保） ターゲット 関係省庁

循環型社会の構築 12.2, 12.5
経済産業省、
環境省

省エネルギー型資源循環シ
ステムの構築支援

12.2, 12.5 経済産業省

ＥＳＧ投資の促進等による環
境に配慮した事業活動の推
進

12.6 環境省

施策概要 指標

循環型社会形成推進基本法に基づき、廃棄物の処理及び清掃
に関する法律や、各種リサイクル法に基づく取組を実施している
ほか、第三次循環型社会形成推進基本計画（2013年５月閣議決
定）において、物質フロー指標（「資源生産性」「循環利用率」「最
終処分量」）を、目標を設定する指標として定め、毎年度進捗状
況の点検を行う。

①資源生産性（=GDP/天然資源投
入量）
②循環利用率（=循環利用量/(循環
利用量＋天然資源投入量)）
③一人一日当たりのごみ排出量
④一般廃棄物のリサイクル率

企業による環境情報の開示が企業と投資家の対話を促し、更な
る環境に配慮した事業活動につながるという好循環を作り出すた
め、情報開示基盤整備、グリーンファンド、エコリース、ＥＳＧ投資
促進などに取り組む。

持続可能性に関する報告書を発行
する企業の数

①「地球温暖化対策計画」の推進に向け、森林吸収源対策や土
づくりの推進など農林水産分野における気候変動対策を実施・推
進する。
②気候変動の影響が特に大きい項目への対応など、「農林水産
省気候変動適応計画」に示された気候変動への適応策を推進す
る。

①我が国の温室効果ガスの排出
量
②農林水産分野における気候変動
の影響への適応に関する計画等を
策定している都道府県の数

地球温暖化対策計画（平成28年５月）等を踏まえ、気候変動に関
する政府間パネル(IPCC)を通じて気候変動枠組条約(UNFCCC)
の議論への貢献や、国内外の気候変動対策への社会実装につ
なげるため、気候変動の予測からそれがもたらすリスクに係る情
報の創出までの研究に取り組むとともに、地球観測に関する政府
間会合(GEO)の枠組を通じ、衛星や船舶等による地球観測データ
の活用を推進している。

気候変動メカニズムの解明、気候
変動予測モデルの高度化、適応策
策定に資する気候変動影響評価等
に関する研究開発及び地球観測
データの利活用を推進

国内における製品製造プロセスと再資源化プロセスの連携によ
る資源リサイクルの効率化・高度化を図る実証事業等により、省
エネルギー型資源循環システム構築支援を行う。

資源リサイクルの効率化・高度化を
図る実証事業の件数
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グリーン購入の促進 12.7 環境省

消費者教育における消費者
市民社会の理念等の普及

12.8
消費者庁、
文部科学省

倫理的消費の普及啓発 12.8 消費者庁

国土交通省環境行動計画の
推進

12, 13, 14 国土交通省

消費者庁、
農林水産省、
環境省

家庭等から排出される食品ロス削減に向けた普及啓発等の推
進、地方公共団体が中心となった食品ロス削減に向けた取組の
促進や、食品ロス問題の認知向上等のための消費者向けの情
報提供を行う。

消費者意識基本調査による「食品
ロス問題を認知して削減に取り組
む消費者の割合」

食品ロス削減・食品リサイク
ルの促進

12.2, 12.3,
12.5

 政府の「環境基本計画」を踏まえた、「低炭素社会」「循環型社
会」「自然共生社会」の分野における国土交通省の環境配慮方針
である国土交通省環境行動計画に基づいた施策の推進を図る。

「国土交通省環境行動計画」に基
づくフォローアップ状況

「消費者基本計画」（平成27年３月閣議決定）に基づき、消費者教
育推進会議の下に設置した消費者市民社会普及ワーキングチー
ムの検討を踏まえ、無関心層への消費者市民社会の理念等の
普及啓発を推進する。

消費者市民社会の理念の普及パ
ンフレットの作成･配布・活用状況

「消費者基本計画」（平成27年３月閣議決定）に基づき、倫理的
（エシカル）消費について、「倫理的消費」調査研究会における検
討や「エシカル･ラボ」を開催し、国民の理解を広めるための普及
啓発を推進する。

倫理的（エシカル）消費の認知度

国及び独立行政法人等の各機関は、特定調達品目ごとの具体
的な調達目標等を定めた方針を作成・公表し、これに基づく環境
物品等の優先的調達を推進する。

国等の特定調達物品等の調達率

「食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律」に基づく、食
品廃棄物等の発生抑制・減量、飼料や肥料等の原材料としての
再生利用等の取組を推進する。

①SDGs小目標12.3に対応する新た
な指標（関係省庁と今後検討）
②業種別の再生利用等実施率
③国産原料由来のエコフィードの生
産量目標
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　(エネルギー） ターゲット 関係省庁

7.1, 7.2,
7.3, 7.a

経済産業省

7.1, 7.2,
7.3, 7.a,
7.b

ＪＩＣＡ

　（気候変動対策） ターゲット 関係省庁

気候変動対策（緩和）の推進
13.a, 13.b,
7.2

外務省、経済
産業省、環境
省、JICA他

気候変動対策（適応）の推進
13.1, 13.2,
13.3, 11.b

外務省、環境
省、JICA他

気候変動の影響への適応計画（平成27年11月閣議決定）の基本
戦略のひとつである国際協力に基づき、二国間協力においては
気候変動適応計画等の政策策定支援及び気候変動影響評価支
援を行うと共に、多国間においても適応にかかる国際的なネット
ワークを通じて適応に関する知見の共有や人材育成支援等を行
う。

気候変動の悪影響に適応し、食料
生産を脅かさない方法で、気候強
靱性を促進するための能力を増加
させる統合的な政策/戦略/計画
（国の適応計画、国が決定する貢
献、国別報告書、隔年更新報告書
その他を含む）の確立又は運用を
報告している国の数

2020年における１．３兆円の支援実
施とのコミットメント（ＡＣＥ２．０）実
現に向けた対途上国支援の着実な
実施

国外の施策

省エネルギー・再生可能エネ
ルギー分野における国際展
開の推進

途上国において、省エネ・再エネを含む低炭素で安価かつ信頼で
きる現代的エネルギーの供給とアクセス向上を図るための支援
を推進する。

2017年度から2021年度までの５年
間で、途上国で現代的エネルギー
の安定的供給とアクセス向上に資
する2,000人の人材育成を行う。

気候変動対策に係る国際交渉に取り組むとともに、二国間クレ
ジット制度（JCM）、コベネフィット型環境汚染対策、温室効果ガス
観測衛星による地球環境観測、研究ネットワーク等の途上国支
援の推進を図る。

施策概要 指標

ＡＳＥＡＮにおけるエネルギー管理士制度の整備や運用能力向上
のためのトレーニングシステムの構築支援等、我が国がこれまで
に蓄積した政策立案経験や先進的技術の活用を通じ、2020年度
までに新興国におけるエネルギー政策体系の構築を図る。

①2020年度までに、ASEAN内の省
エネ及び再エネ関連法制度未導入
国において、法制度を導入する。
②2020年度までに、ASEAN４カ国
（インドネシア、マレーシア、タイ、ベ
トナム）において、エネルギー管理
対象工場・事業者数に対するエネ
ルギー管理士のカバー率を100％
に引き上げる。

施策概要 指標
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環境科学技術に関する研究
開発の推進

13.1 文部科学省

太平洋自然災害リスク保険
への支援

13.1 財務省

　（持続可能な消費と生産確保） ターゲット 関係省庁

国連持続可能な消費と生産
に関する10年計画枠組み
（10YFP)基金への拠出等

12.1 環境省

アジア太平洋地域における循
環型社会構築支援

12.2, 12.5,
11.6

環境省

省エネルギー型資源循環シ
ステムの構築支援

12.2, 12.5 経済産業省

地球温暖化対策計画（平成28年５月）等を踏まえ、気候変動に関
する政府間パネル(IPCC)を通じて気候変動枠組条約(UNFCCC)
の議論への貢献や、国内外の気候変動対策への社会実装につ
なげるため、気候変動の予測からそれがもたらすリスクに係る情
報の創出までの研究に取り組むとともに、地球観測に関する政府
間会合(GEO)の枠組を通じ、衛星や船舶等による地球観測データ
の活用を推進している。

気候変動メカニズムの解明、気候
変動予測モデルの高度化、適応策
策定に資する気候変動影響評価等
に関する研究開発及び地球観測
データの利活用を推進

我が国企業が有する高効率な処理技術等と政府間協力や自治
体間連携をパッケージで提供することにより、省エネルギー型資
源循環システム構築支援を行う。

省エネルギー型資源循環システム
構築支援の案件数

アジア太平洋３Ｒ推進フォーラムでの議論や、廃棄物処理・３Ｒに
係る二国間協力や、アジア太平洋３Ｒ白書による情報・データ整
理を通じ、同地域において３Ｒを通じた廃棄物問題の改善と環境
負荷低減、循環型社会構築を図る。

循環型社会構築に向けた国際協
力の案件数

10YFPの６つのプログラムのうち、「持続可能なライフスタイルと教
育」プログラムの共同リード国を務めるとともに、10YFP基金への
拠出等を通じ、開発途上国において、具体的な取組支援事業を
実施する。

開発途上国における具体的な取組
支援事業の実施数

施策概要 指標

PCRAFIは地震や台風等による大規模自然災害が発生した際、
一定の推定損害額を超えた場合に迅速に保険金が支払われる
保険メカニズムを活用したプログラム。2013年、日本は世界銀行
と共に本プログラムを立ち上げ、引き続き、ドナー国からの拠出
金に頼ることなく太平洋島嶼国自らが保険料を支払うことを主眼
とした新たなファシリティの設立・運営を支援する。

グローバル指標（13.1.1）
国レベルや地方レベルでの防災戦
略を持つ国の数

22



　（環境の保全） ターゲット 関係省庁

化学物質対策
3.9, 6.3,
12.4

経済産業
省、環境省

大気汚染対策 3.9 環境省

海洋ごみ・海洋汚染対策 14.1 環境省他

　（生物多様性・海洋・陸上
資源）

ターゲット 関係省庁

海洋科学技術に関する
研究開発及び海洋調査
の推進

14.2, 14.3 文部科学省

化学物質審査規制法や化学物質排出把握管理促進法を適切に
施行し、水銀による環境の汚染の防止に関する法律の施行準備
を進めるとともに、子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチ
ル調査）や化学物質に関する未解明の問題への対応等を実施す
る。

全国の大気汚染状況の監視するとともに、工場・事業場などの固
定発生源や自動車等の移動発生源からの排出抑制対策、アス
ベスト飛散防止対策を推進している。

①環境基準等の達成率
②環境調査・モニタリングの実施状
況
③POPs等、長期モニタリング物質
の濃度傾向
④PRTR対象物質の排出量及び移
動量
⑤化審法に基づくスクリーニング評
価・リスク評価の実施状況

海洋基本計画（平成25年４月）及び第５期科学技術基本計画（平
成28年１月）に基づき、氷海域、深海部、海底下を含む海洋の調
査・観測技術等、海洋の適切な開発、利用及び管理を支える海
洋科学技術を継続して強化するとともに、海洋調査を戦略的に推
進する。

Ecosystem-based approachesの推
進や海洋酸性化を把握するための
海洋観測網の充実（アルゴフロート
や船舶観測等よる鉛直プロファイリ
ング数）

①海洋汚染等防止法の適切な執
行：陸上で発生した廃棄物の海洋
投入処分量（万トン）
②閉鎖性海域における汚濁負荷量
の総量削減：閉鎖性海域における
水質環境基準の達成率（COD、全
窒素、全りん）

施策概要 指標

①マイクロプラスチックを含む海洋ごみ対策について、海岸漂着
物処理推進法等に基づき、実態把握のための調査・研究、発生
抑制対策、回収・処理等を推進する。
②海洋汚染等防止法に基づき、廃棄物の海洋投入処分量の削
減に向けた取組等を進める。また、日本周辺海域等の汚染状況
等を把握することを目的に海洋環境のモニタリングを実施する。
③閉鎖性海域（東京湾、伊勢湾及び瀬戸内海）において、COD、
全窒素、全りんに係る汚濁負荷量の総量削減を継続的に実施す
る。

環境基準等の達成率

６　生物多様性、森林、海洋等の環境の保全
特に関連が深いと思われるＳＤＧｓ：２（食料）、３（保健）、１４（海洋）、１５（生物多様性）
国内の施策

施策概要 指標
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水産資源の持続的利用
の推進

14.5, 14.c 農林水産省

農林水産業における生
物多様性の保全

2.5 農林水産省

持続可能な森林経営の
推進

15.2 農林水産省

生物多様性の保全
14.5,
15.1,
15.5, 15.6

環境省

生物多様性の保全及び持続可能な利用と、動植物の遺伝的多
様性維持のための遺伝資源の収集及び保存などを推進する。

農研機構遺伝資源センターにおけ
る遺伝資源保存数

①森林の有する多面的機能を将来にわたって持続的に発揮させ
ていくため、森林資源の循環利用を確立するとともに、多様で健
全な森林の整備及び保全等を総合的かつ体系的に推進する。
②林業の持続的かつ健全な発展を図るため、効率的かつ安定的
な林業経営の育成を行うこととし、面的なまとまりをもった施業の
確保や低コストで効率的な作業システムの普及・定着等の施策を
推進する。

①適切な資源管理措置の策定・実施のため、資源に関する調査
研究の充実と外国政府・国際機関との共同研究等を推進する。
②多様な海洋生物と共存した水産資源の利用を図るため、藻場・
干潟等の管理・回復等の推進、混獲回避のための技術向上、海
洋保護区の適切な設定・管理を推進する。
③多種多様な我が国周辺水域資源の適切な保存・管理のため、
漁業者による資源管理計画に基づく資源管理を推進する。
④マグロ類等の国際資源の適切な保存管理のため、各地域漁業
管理機関における資源評価の精度向上、過剰漁獲能力の削減
などを推進する。

①我が国周辺水域の資源水準の
状況
②藻場・干潟の保全・創造面積
③資源管理計画数
④多国間漁業協定数

グローバル指標（15.2.1）
持続可能な森林管理における進捗
①森林面積
②森林蓄積
③法的に保護されている森林面積
④森林における施業実施のための
具体的な計画が策定されている面
積

平成24年９月に閣議決定された「生物多様性国家戦略2012-
2020」に基づき、希少な野生動植物の保護、外来生物による生態
系等への被害の防止、陸域及び海域の保護地域の拡充・管理の
推進、並びに遺伝資源のアクセスと利益配分に関する名古屋議
定書の早期締結と実施などに取り組む。

①陸生及び淡水性の生物多様性
に重要な場所の割合（保護地域、
生態系のタイプ別）
②海域に関する保護領域の範囲
③利益の公正かつ衡平な配分を保
証するための法的、行政的及び政
策的枠組みを持つ国の数
④環境省レッドリストに基づく種の
絶滅危険度の傾向を表す数値。
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　（環境の保全） ターゲット 関係省庁

下水道分野の国際展開
の推進

6.3, 6.a 国土交通省

化学物質対策
3.9, 6.3,
12.4

経済産業
省、環境省

大気汚染・水環境対策 3.9, 6.3 環境省

海洋ごみ・海洋汚染対
策

14.1 環境省他

浄化槽グローバル支援
事業

6.3, 6.a 環境省

アジア地域における環
境アセスメントの促進

3.9, 6.3,
16.7

環境省

国外の施策

G７、UNEP等の国際的な枠組みを活用し、海洋ごみの削減に向
け国際協力を推進すると共に、海洋汚染防止に関する国際ルー
ル策定への貢献を行う等、地球規模での海洋環境の保全に向け
た取組を進める。

それぞれの関連する協定に要求さ
れた伝達情報において、約束や義
務に適した有害廃棄物や他の化学
物質に関する国際多国間環境協定
に対する締約国の数

①「政策対話や技術協力等を通じ
た国際的な大気汚染対策」：環境
基準等の達成率
②アジア水環境改善モデル事業：
当該事業において実証した国内技
術のアジア等への導入状況
③アジア水環境パートナーシップ：
当該事業成果の活用によるアジア
水環境ガバナンスの改善状況

陸上で発生した廃棄物の海洋投入
処分量（万トン）

基準年度からの浄化槽の海外導入
累積基数

国際会議などを通じ、化学物質に関する国際的枠組みである
SAICMや個別条約の議論について積極的に貢献する。特に水銀
に関する水俣条約を踏まえた国際協力を推進する。

①日中韓の政策対話や日中の都市間の協力等の国際的な連携
を通じて、大気汚染対策に取り組む。
②アジア水環境改善モデル事業やアジア水環境パートナーシッ
プを実施することで、現地における技術の普及促進、水環境ガバ
ナンスの強化（排水管理・水環境改善）を目指す。

環境・経済・社会を統合する持続可能な社会の構築に向けて、環
境分野に強みをもつ我が国の投資拡大にも資するよう、アジア地
域における環境アセスメントを促進する。

主要な連携国における年間の環境
アセスメント実施件数

「インフラシステム輸出戦略」等を踏まえ、本邦下水道技術の国
際展開を促進する。

受注実績

施策概要

東南アジアや中東欧において、国内外の関係機関と連携しなが
ら、日本の浄化槽をはじめとする個別分散型の汚水処理に関す
る技術や制度の海外普及を図る。

指標
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（森林・海洋資源） ターゲット 関係省庁

世界の持続可能な森林
経営の推進及びIUU漁
業撲滅に向けた取組

14.1, 14.4,
14.7, 15.1,
15.2, 15.3,
15.9, 15.b

外務省、農
林水産省、
JICA

　（環境状況把握） ターゲット 関係省庁

衛星を活用した地球規
模課題の解決に資する
研究開発の推進

11.5,
11.6,
15.1

文部科学省

宇宙基本計画（平成28年４月）、気候変動の影響への適応計画
（平成27年11月）、地球温暖化対策計画（平成28年５月）等を踏ま
え、①ADBやUNESCOとの協力による全球降水マップを用いた洪
水予警報システムの構築、②大気汚染監視にむけたエアロゾル
データセットの公開、③JICAとの協力による森林非森林マップを
利用した森林監視に資する研究開発の推進を通して、関係省
庁、国際援助機関等とも連携し、多様な地球観測衛星を利用した
課題解決への貢献を進める。

①全球降水マップを用いた洪水予
警報システムの導入国数
②グローバル指標（11.6.2）
都市部における微粒子物質（例：
PM2.5やPM10）の年平均レベル（人
口で加重平均したもの）
③グローバル指標（15.1.1）
土地全体に対する森林の割合

①世界における持続可能な森林経営に向けた取組を推進するた
め、地球温暖化の防止や生物多様性の保全等を含む国際的な
政策対話や取組に積極的に参画し貢献する。また、途上国の森
林減少、劣化に由来する温室効果ガスの排出量の削減等を支援
する。
②違法・無報告・無規制（IUU）漁業撲滅に向けた、二国間・地域
間・他国間等の取組を支援する。

①グローバル指標（15.a.1）
生物多様性及び生態系の保全と持
続的な利用に係るODA並びに公的
支出
②グローバル指標（14.6.1）
違法、無報告及び無規制の漁業と
対峙することを目的としている国際
文書の実施度における各国の進捗

施策概要 指標

施策概要 指標
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　(安全・安心な社会） ターゲット 関係省庁

交通安全対策の推進 3.6 内閣府他

子供の不慮の事故を防
止するための取組

3.d 消費者庁

児童の性的搾取等に係
る対策の推進

5.2, 8.7 警察庁他

組織犯罪対策の推進 16.4 警察庁

人身取引対策の推進
5.2, 8.7,
16.2

内閣官房他

①「子どもを事故から守る!プロジェクト」の促進を図る。
（１）「子ども安全メールfrom消費者庁」の配信（毎週木曜日）等消
費者庁に集約される事故情報に基づく注意喚起や事故防止の豆
知識等を配信する。
（２）「あなたのお子さんは安全？」の配布等事故の形態毎に、起
こりやすい事故とその防止策、もしもの時の対処法を紹介（冊子
＆ＨＰ掲載）する。
②子供の事故防止に関する関係省庁連絡会議を開催する。

①子ども安全メール登録件数
②子ども安全メール配信回数

平成28年７月に犯罪対策閣僚会議で決定された「第三次児童ポ
ルノ排除総合対策」等に基づき、関係府省庁等が緊密に連携し、
児童の性的搾取等に係る対策を推進する。

指標

①児童の性的搾取等に係る対策に
関する基本計画の策定等による関
係府省庁等との連携状況
②情報交換等による外国関係機関
等との連携状況

暴力団対策、薬物銃器対策、国際組織犯罪対策、犯罪収益対策
を引き続き推進するとともに、その実効性をより高めるため、関係
機関等との連携、情報収集・分析能力の強化に取り組む。

①特定事業者による疑わしい取引
の届出等の確実な履行に資する関
係行政庁や業界団体との連携状況
②税関、海上保安庁等関係機関と
の連携の緊密化等の取組による、
暴力団からの拳銃の摘発・押収を
重点とした取締りの推進状況

平成26年12月に犯罪対策閣僚会議で決定された「人身取引対策
行動計画2014」に基づき、関係省庁が連携して、取締り、被害者
の保護、支援等の各種取組を推進する。

「人身取引対策行動計画2014」に
記載された各施策の進捗状況

平成28年３月に中央交通安全対策会議において決定された「第
10次交通安全基本計画」に基づき、世界一安全な道路交通の実
現を図るべく、政府一体となって各種交通安全対策を推進する。

①年間の24時間交通事故死者数
②年間の交通事故死傷者数

７　平和と安全・安心社会の実現
特に関連が深いと思われるＳＤＧｓ：１６（平和）
国内の施策

施策概要
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児童虐待防止対策の推
進

16.2
厚生労働省
他

第14回国連犯罪防止刑
事司法会議（コングレス）
（2020年日本開催）の実
施及び政治宣言のフォ
ローアップ

16.3 法務省他

総合法律支援の充実 16.3 法務省

　（平和構築・復興支援・
ガバナンス）

ターゲット 関係省庁

開発途上国等に対する
テロ対策、治安改善等
支援

16.a
警察庁、外
務省、JICA

【能力構築支援】
国家安全保障戦略に基づき、国際的な安全保障環境の安定化・
改善を図るため、途上国の軍等に対して、平素より継続的に人材
育成や技術支援等を行う。

支援対象国への支援実績

国外の施策

施策概要 指標

①同センターが行った情報提供件
数
②民事法律扶助業務等につき､同
センターと契約している弁護士数

【国連平和維持活動等】
国連が実施する平和維持活動（ＰＫＯ）等への参加や国連が実施
するＰＫＯ等要員の訓練への協力等を通じ､国際社会の平和と安
定の確保に貢献していく。また､平和構築分野で活躍できる人材
が不足していることを踏まえ､こうした人材の育成を着実に実施し
ていく。

グローバル指標（16.1.2）
10万人当たりの紛争関連の死者の
数（性別、年齢、原因別）

国際社会の平和と安定
に資する取組の推進

児童虐待による死亡数

刑事司法分野における国連最大規模の会議である国連犯罪防
止刑事司法会議（コングレス）が2020年に日本で開催されるとこ
ろ､ホスト国として「法の支配の促進」につながる政治宣言をとりま
とめ､我が国の社会のあらゆるレベルに広めるよう働きかけ､刑事
司法に対する国民の関心を高め､再犯防止や安全・安心な社会
の実現に寄与する。

①コングレスへの出席者数
②コングレスに関する広報活動実
績
③政治宣言の内容に即した活動実
績

日本司法支援センターにおいて､全国で情報提供業務･民事法律
扶助業務･国選弁護等関連業務･司法過疎対策業務･犯罪被害
者支援業務等を行い､総合法律支援の充実に取り組む。

「児童虐待防止対策に関する業務の基本方針について」（平成28
年３月閣議決定）を踏まえ、児童虐待について発生予防から自立
支援まで一連の対策の更なる強化等を図る。

16.1,
16.5,
16.6, 16.a

内閣府
外務省
防衛省

①テロ対処能力構築向上､②テロの根本原因である暴力的過激
主義対策､③穏健な社会構築を下支えする社会経済開発のため
の取組を各国政府や国際機関とも連携して行う。また､ＪＩＣＡが実
施する技術協力を通じて､特に開発途上国からの研修員の受入
れ､専門家派遣等を通じ､我が国警察の知見が生かせる国及び
分野において開発途上国等の治安機関に対する支援を行う。

テロ対策及び治安改善分野におけ
る支援実績
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　（法の支配の促進） ターゲット 関係省庁

第14回国連犯罪防止刑
事司法会議（コングレス）
（2020年日本開催）の実
施及び政治宣言のフォ
ローアップ

16.3, 16.a 法務省他

日本法令の外国語訳の
推進

16.3,
16.10

法務省

国連アジア極東犯罪防
止研修所の刑事司法に
関する国際会議等での
活動及び国連に協力し
て行う研修・セミナーを
通じた国際的支援の発
展・推進

16.3, 16.4,
16.5, 16.6,
16.a, 16.b,
17.9, 17.17

法務省､外
務省､ＪＩＣＡ

開発途上国に対する法
制度整備支援の推進

16.3,
16.6, 16.b

法務省、外
務省、JICA

平成25年５月に改訂された「法制度整備支援に関する基本方針」
に基づき､開発途上国が行う法制度整備を支援するため､法案の
起草や立法化プロセスの支援､法執行・運用機関や法を適用して
紛争を解決する機関の能力向上支援､法・司法制度へのアクセス
向上支援､及び人材育成支援を行う。

①本邦研修参加人数
②共同研究招へい人数

施策概要 指標

刑事司法分野における国連最大規模の会議である国連犯罪防
止刑事司法会議（コングレス）が2020年に日本で開催されるとこ
ろ､ホスト国として「法の支配の促進」につながる政治宣言をとりま
とめ､その後のフォローアップなどを通じて各国の社会のあらゆる
レベルに広めるよう働きかける。

①コングレスへの出席者数
②コングレスに関する広報活動実
績
③政治宣言の内容に即した活動実
績

国連アジア極東犯罪防止研修所の行う世界各国の刑事司法関
係実務者を対象とした研修・セミナー等や国際会議等における活
動を通じ､刑事司法分野の国際的支援を発展・推進していく。

我が国の法令が外国語に適切に翻訳され､その翻訳が､国内外
を問わずインターネット等を通じて容易に利用し得る環境を整備
するため､日本法令の外国語訳の作成・公開を推進する。

研修参加人数

法令外国語訳の公開法令数
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　（マルチステークホル
ダー・パートナーシップ）

ターゲット 関係省庁

市民社会､民間企業等のＳ
ＤＧｓ実施への更なる参画

17.17 外務省他

環境側面に関するス
テークホルダーズ・ミー
ティングの開催

17.7 環境省

日本ユネスコ国内委員
会持続可能な開発目標
（SDGｓ）推進特別分科
会の設置・開催

17.17 文部科学省

（国際協力におけるＳＤＧｓ
主流化）

ターゲット 関係省庁

開発協力大綱に基づく
開発協力事業の実施

外務省

外務省

外務省
JICA

ＳＤＧｓの国内外の実施に向けて､市民社会､民間企業等の更な
る参画を促すことを目的として円卓会議を開催する。

円卓会議の開催回数

ステークホルダーズ・ミーティング会
合の開催回数

国外の施策

施策概要

日本ユネスコ国内委員会において、ＳＤＧｓの実現に向けた推進
方策を検討する。

日本ユネスコ国内委員会持続可能
な開発目標（SDGs）推進特別分科
会の開催回数

２０３０アジェンダ採択後の新しい時代の開発協力の基本方針として閣議決定された開発協力大綱（平成２７年策
定）に基づき、①「質の高い成長」とそれを通じた貧困撲滅、②普遍的価値の共有・平和で安全な社会の実現、③
地球規模課題への取組を通じた持続可能で強靱な国際社会の構築、を重点課題とし、開発協力を推進する。

国別援助方針に、SDGsの達成に向けた貢献の観点を盛り込む。
SDGsへの貢献の観点を新たに盛
り込んだ国別援助方針の数

二国間の新規開発協力案件（有償資金協力、無償資金協力（日
本NGO連携無償を含む）、技術協力）につき､計画段階からSDGs
の各ゴールへの貢献を目指すことを明確化した案件形成を推進
する。また、その実施結果についてSDGsの観点からも評価を行
う。

ＳＤＧsへの貢献を明確化して形成
された新規案件の数

指標

開発協力におけるSDGｓ
主流化

17

平成28年度から、ＳＤＧｓの浸透と環境側面の実施を促進するた
めに、先駆的な活動を共有し、相互に認め合い、更なる取組に弾
みをつける場として、ステークホルダーズ・ミーティングを開催す
る。

８　ＳＤＧｓ実施推進の体制と手段
特に関連が深いと思われるＳＤＧｓ：１７（実施手段）
国内の施策

施策概要 指標
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外務省

外務省

「人間の安全保障アプ
ローチ」に基づく国際機
関との連携促進

17 外務省

官民連携を通じたＯＤＡ
の取組

17.17
外務省
JICA

人道と開発の連携促進 17 外務省

（SDGｓ実施体制支援） ターゲット 関係省庁

開発途上国に対する
SDGｓ実施体制支援

17.14
外務省
JICA

SDGｓ実施のための持
続可能な都市づくり支援

17.16,
11.3, 11.6

環境省

統計に関する二国間交
流や技術支援、国連ア
ジア太平洋統計研修所
（SIAP)に対する支援の
強化及び国連における
SDGｓの指標測定に関
する協力

17.18,
17.19

総務省

①　統計分野における協力の覚書等に基づく二国間交流やJICA
を通じた技術支援などの国際貢献を実施する。
②　SIAPにおけるSDGsのモニタリングのための統計作成能力向
上研修等の事業の実施に対する支援を強化する。
③　国連におけるSDGs指標の測定に関する協力（職員派遣、
SDGs関連国際会議開催のための拠出等）を実施する。

① 二国間交流の実施状況、技術
支援実施状況（専門家の派遣、研
修員の受入れ等）
② SIAP研修コース修了者数(累計)
③ 国連統計部への拠出額

ASEANとの協力において、ESCモデル都市プログラム及びハイレ
ベルセミナー(HLS)の実施により、ＳＤＧｓ達成に向けESC実現を
支援する。

開始年度からのESCモデル都市プ
ログラムに採択された都市数及び
ハイレベルセミナー参加都市数

施策概要 指標

難民・避難民対応を含む人道危機に対する二国間及び国際機関
経由の案件につき、計画段階から「人道と開発の連携」アプロー
チを念頭において案件形成を推進していく。

 開発途上国のＳＤＧｓ実施体制の構築を支援するため､国家戦
略・実施指針等の策定を支援する際にＳＤＧｓの要素を盛り込
む。また､開発途上国のＳＤＧｓ国内指標作り等に対する協力を行
う。

ＳＤＧｓ国家戦略・計画、指標等の
策定を所掌する関係省庁に対する
支援件数

我が国の中小企業を含む企業や地方自治体､大学・研究機関等
との連携を強化し､途上国における人づくり､インフラシステム整
備､貿易・投資促進のための環境整備等の分野で効果的な協力
を進めていく。

中小企業を含む民間企業及び地方
自治体等の海外展開の拡大にも資
する事業の採択件数

モデル案件の実施件数

モデル案件の形成件数
人間の安全保障アプローチの可視化を図るため､国際機関への
拠出金等を通じてモデル案件を実施し､広報を強化する。

我が国の開発協力事業に関する国際機関評価プロセスにおい
て、ＳＤＧｓへの貢献度を考慮に入れる。

ＳＤＧｓの各目標について、我が国ＯＤＡに係る第三者評価を実施
し、ＳＤＧｓに関わるＯＤＡ政策へのフィードバックにつなげる。

ODA第三者評価案件のうち、ＳＤＧ
ｓの各目標を念頭においた提言数

開発協力に関わる各国際機関等の
専門分野における影響力・貢献を
評価する際にＳＤＧｓ達成への貢献
度を考慮に入れる。
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　（資金動員） ターゲット 関係省庁

途上国の税制・税務執
行支援

17.1 財務省

社会貢献債の発行 17.3 JICA
JICA債の発行を通じて国内の民間資金を成長市場である開発途
上国のために動員する。

①JICA債発行計画の実施状況
②JICA債ののべ投資家数

施策概要 指標

途上国の国内資金動員を促進するため、国際機関等を通じ、途
上国の税制・税務執行に関する技術支援・能力構築支援を実施
する。

グローバル指標（17.1.1）
GDPに占める政府歳入合計の割合
（収入源別）
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